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システム監査の発展に思 っ

システム監査学会会長

産業能率大学学長
松 田 武 彦

私は,昭 和54年 度 に,日 本情報処理 開発 協会 の

「シス テム監 査研究 委 員会」の 委員長を引受 けた。

この 委員会 は,同 協会 にお ける システ ム監査研究

の第 二次 委員会 であ る。 第・・次 委員会は,昭 和50

年 度 に設置 され た システ ム監 査委員会で,委 員長

は 金f'佐 …郎 さん であ った。金fさ ん は,当 時,

卜條製紙 株式会社 の会長 で,経 団連の経 済法規委

員会 委 員長 で もあ り,い わば財界法務 大臣の シス

テ ム監 査委 員長就任 といった ところであ る。 この

大型委 員会 が,シ ステム監 査の提唱 か らど うや ら

社会的 に認知 され るまでの間,牽 引 車 としての役

割 を果 したので あった。

第 二次 委 員会の 委員長を引受 けた当時,私 は東

京ll業 人学 の 大学院総 合理E学 研究科 長の職 にあ

った。 人学 院の システ ム科学 専攻で システ ム ・マ

ネジメン トを教 えていた関係で,組 織 システ ムの

維持 ・発展の鍵 を握 るシステム監 査には興味 を持

っていた し,担 当 していた 「組織11"?」 の 講義 に

い ささかそれ らしきことを取 入れて もい たの で,

委 員長 を引受 けたわけであ る。 しか し,最 初 は,

何 をどの よ うに した らよいのか,よ くわか らない

ことが 多か った。で も,委 員会 で議論 を重ね てい

くうちに,自 分な りの システム監 査理論 がま とま

って きたよ うに思 う。

第:次 委 員会 では,‖ 召和55年3月,報 告書 「シ

ステム監 査実施への道標 」 を取 りまとめた。報告

書の 内容 は,① 第 ・次委 員会 の成 果の集 大成 をは

か った こと,② システ ム監査 に関す るわ が国初の

総合 的な実態調 査を実 施 した こと,③ システ ム監

査基 準(試 案)を 取 りまとめた こと,④ シス テム

監査 の普及 ・定着の ため に政府 お よび経営 者に対

して提,「 した こ と,な どで あ る。最近 で も,シ ス

テム監 査に取組 む方 々の中 に,こ の報告書 を求め

る向 きが多 く,わ が国に おけ るシステム監 査の原

典の よ うに1亨わ れてい る。 しか し、 ほん とうの原

典は,金 子さんが第一 次委 員会 で まとめ られた報

告書 「わが国に おけ るシステム監 査の あ り方」 で

あ ると私 は思 って い る。

システム監 査基準(試 案)の 取 りまとめについ

ては,委 員会で も,そ れ ぞれ の立場 か らか な り異

な る意 見が出た。今 か ら8年 も前 の ことだか ら,

既 に時効 とい うこ とで裏話 をす れば,こ れ は,初

め通 商産業省 が出す予定 で ま とめ られた もの であ

る。 しか し,当 時,シ ス テム監査 で国が基準 を出

すの は時機 尚早 との結論 か ら,日 本情 報処理開発

協会の システ ム監 査研究 委 員会 に検討 してみて は

どうか と原案 が回付 されて きた。 そ こで委 員会 で

検討 し,実 務 レベルか らの若 干の修正 を加 え,シ一



、 餐

ステム監 査基 準試案 として報告 書に収 録 した。 ま

た,日 本公認 会計 七協会,日 本監査 役協会,日 本

内部監査 協会,EDPユ ー ザ ー団 体連 合 会 の4団

体 に関 して は,文 書 で,こ の試案 の検 討 を依頼 し

た。 その結果,シ ステム監 査に関す る基準 が必 要

な ことにつ いて,意 見の一致 を見る ことが で きた。

それか ら5年 後、昭和60年1月,通 産省か らシ

ステ ム監 査基準 が公表 され,大 きな話 題にな った。

その 頃,私 は東1二人の学 長職 にあ り,こ の動 きを

外か ら眺 め る立場 に あったが,往 時 を思 って感慨

無 量であ った。 この基準の制定 に 当っては,多 く

の方 々が,そ れ ぞれの 立場か ら参 画 され,十 分 に

練 り 上げ られ た と思 うが,シ ステ ム監査人 に対 し

て一 つ の拠 りどころ を与えた意義 は大 きい。

システ ム監 査基準 の公表か ら約1年 後,昭 和60

年12月 に は,情 報処理 システム監 査技 術者試験 制

度の創設 が発表 された。そ して,翌61年10月 の 第

1回 試験 に,1万 人以 ヒが応募 した と聞か された

とき,そ れは私 にとって大 きな驚 きで あった。 さ

らに ここ数年 来の システ ム監査 をめ ぐる急展 開に

は,ま さに目 を見張 らされ る もの があ る。 その理

由の一 つ は,何 と言 って も,シ ステ ム監査 が国 の

施策 に取 入れ られた影響 が大 きい もの と思 われ る。

私 が直接関係 してい た昭 和50年 代 の半ば と今 日

とでは,シ ステ ム監 査の置かれて いる環境が ま る

で違 う。 当時 は,シ ステム監 査 とい う,漢 は既 に

相'Lfiに滲 透 して きてい た ものの,ま だ足 を引張 る

人 た ちがいた。今 日で はそのよ うな人 は全 くい な

い。 また,そ の頃 は,シ ステ ム監 査 とい うバ葉 を

め ぐっての議論の堂 々め ぐりが多か ったが,現 在

で は中味につ いての実質的論議 が行 われ てい る。

今後,こ の方向 の,内 容面 での ・'層充実 した議論

が進 む ことを期待 したい。

ここ しば ら く,い わば客観的 な 立場に いた私が,

今 年の3月,シ ステム監 査学会 の設 、tnに参画 し,

設 立発起人 会の席 ヒで初 代の会長 に推 挙 され,就

任す るこ ととな った。一種 のめ ぐり合せの よ うな

もの を感 じる とと もに,こ れか ら,シ ス テム監 査

理論の研 究 をは じめ と して,時 間 をか けて取 組 ま

ねばな らない研究課 題が 山積 してい るこ とを考 え

て,誠 に身の引締 ま る思 いであ る。

これ まで,シ ステム監 査 と言えば 日本情報処理

開発 協会 とぼわれ るほ ど,こ の分野 で大 きな 役割

を果 して こ られ た同 協会 に対 して,深 甚の敬意 を

表 わす とと もに,今 後 は,シ ステム監 査学 会 も,

同 協会 との協ノJ関係 を保 ちつ つ,学 会 活動 の範囲

内で積極的 に情 報化利:会の健全な 発展の ために 一

つの 役割 を果 して行 きたい と決意す る次第で ある。一
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情報産業の長期展望 ビン ヨン
産業構造審議会情報産業部会長期展望分科会報告について

通商産業省情報処理振興課

課長補佐
萩 原 誠 司

通産省は時代の変わり日において,産 業構造全

体の変化や将来の姿の見通 し,さ らには,望 まし

い産業構造 を実現するための政策の有 り方につい

て,有 識者の意見を聴 きつつ広範な研究を行い,

これを基礎としていわゆる 「ビジョン」を策定し

て きた。また,個 々の産業について も,当 該産業

を取 り巻 く環境の変化が著 しい場合や新規の産業

が成立しつつある場合に,同 様の手法を用いてビ

ジョンを示 してきた。

これ らの ビジョンは,時 代の変曲点において産

業界が抱 く不透明感を除去する役割,産 業界 と政

府の間で特定の問題に関す る基本認識についての

コンセンサスを形成する役割,及 び政策の基本方

向 を明確 にす る とい う役割 を果 たす もの であ る。

換,亨すれ ば,ビ ジ ョンは,産 業 の発展の環境整 備

を図 る通産 行政の基 本 ツールの… つで ある。

通産省 は,情 報産業 につ いて も1960年 代 か ら累

次の ビジ ョンを策定 して きた。最 も最近策定 され

た もの は,「80年 代 の情 報化 ・情 報産業 ビジ ョン」

で ある。 これ は,昭 和55年 か ら56年 に か けて産 業

構造 審議 会情報産業 部会 が通産大 臣の諮問 に応 じ

て 「80年 代の情報化 及 び情報産 業の在 り方並 びに

これ らに対す る施策 の在 り方」 につ き検討 を重 ね

た成 果で ある。 この ビジ ョンは,い わ ゆる 「80年

代 の通産政策 ビジ ョン」 を情 報産 業の立場 か ら具

体化す る もの として,「経済大 国 として の国際的貢

献」,「資源小 国の制約の 克服」 及 び 「活力 とゆ と

りの両立」 とい う80年 代前 半の3大 政策 目標 に情

報産業 がいかに資す るべ きか との点 を論 じた とこ

ろ に一つ の特徴 が ある。 もう一つの特徴 として は,

「S家 の一 日」とい う形 で
,情 報化の具体 的 イメー

ジを描 き出 した ことであ る。一



寄 稿 ・解 説

「80年 代の情報化 ・情報産業 ビジ ョン」につ いて

は,情 報化 の具 体的 な イメージを示 し,言 わば高

度情 報化社会 の デザ インを行 った ことな どの理由

に よ り高 く評価 され てい る。 このデザ イ ンに関 し

てはい まだに有効 と見 られ る ものの,情 報産 業 に

ついて の展 望は,そ の後 の経済環境 の激変 その他

の事情 の変 化 によ り見直 しを行 わ ざるを得 ない状

況 とな ってい る。つ ま り,こ こ数 年の間 に次の よ

うな大 きな環境変化 が情報産業 を襲 って い るの で

ある。

第一 に挙 げるべ き もの は,情 報産業 に対 す るニ

ーズの質 的 な変化 で ある。即 ち,自 由な相互接続

の確保,利 用者 層の拡 大に応 じた使 い易 さへ の配

慮,情 報処理 と電 気通信 との融合 をベー スと した

ネ ッ トワー ク化 への要 請等が顕在化 しつ つあ るこ

とであ る。例 えば,ネ ッ トワー ク化へ の要請 につ

いてみて も,こ れ は,イ ンフラス トラクチ ャとし

て の電 気通信,コ ン ピュー タ等 のハー ドウエア機

器,ソ フ トウエ ア及 び これ らを利用 す る際の ノウ

ハ ウを総合 的に組 み合 わせて利用 者の高次の業 務

ニ ーズに応 えるとい うことであ るが,現 在,こ の

よ うな高度 なニ ーズに応 える産業 形態が存 在す る

か ど うか は疑 問 であ る。む しろ,こ の新 しい ニー

ズは,今 後,情 報産業 の中 の関係 セ クター間の役

割 分担 の変 更や,「 シス テムイ ンテグ レイ ター」 と

もい うべ き新規 の産 業 を生 み出 して い くバ ックグ

ラウン ドにな ってい くの ではない だろ うか。 この

よ うに,今 後 の10数 年 の情 報産 業の在 り方を規定

す る基 本的 なニ ーズに変 化の兆 しがあ るの だ。

次 に,国 際 化の進展 であ る。 い うまで もな く,

国 際化は,独 り情 報産 業だけの問題 ではな く,我

が国 経済社会 全体の最 も切羽 詰 ま った課題 である。

ただ,そ の 中で,最 近 の貿 易摩擦 が先端技 術的 な

情 報産 業 を中心 に発ノ上してい るこ とか ら も判 る と

お り,情 報産 業は最 も国 際関係の影響 を受 けや す

い産 業の 一つ とな って い る。 これ に加 え,情 報 産

業の うち,情 報サ ー ビス業や電気通信 業は いわば

情 報の面か ら 「国際化 を 支える」産 業で ある。 こ

のよ うに,情 報産業 は,産 業構造 のなかで も最 も

強 く国際化 に関連 した産 業の一一つ であ る。従 って,

情 報産業 にお ける国 際化の基 本動 向 を見極 め るこ

とは,我 が国全体の 国際化 を考 える際の 重要な要

素 とな る。具体的 には,情 報産業 にお ける国際的

な投 資活 動の動向 とその影響,情 報産業 にお ける

サ ー ビス貿 易の実体把 握 と今後 の 見通 し等 につい

ての検 討が必須 であ る。

第 三点 目に,我 が国の産 業構造 変 革 と情 報産業

との関係 で ある。 周知 の とお り,我 が 国の産業構

造 は,サ ー ビス経 済化等の長 期的な トレン.ドを内

包 しつつ,短 期的 には この ところの急激 な円高 を

契機 と して,大 きな転 換の時機 を迎 えてい る。'21

世紀 を担 う リーデ ィングイン ダス トリーは どの よ

うな ものであ るべ きか,ま た,産 業構造変 革 と併

せて 内需 の拡大 を行 うた めには どの よ うな産業が

牽引 力 とな るべ きか,等 々考 えるべ き問題は数 多

い。 この中で,情 報産業 に対 して,旧 来の鉄鋼や

自動 車に代わ る基幹 産業 としての役割 が期待 され

てい る。情報産 業政 策 を進 め る ヒで,日 本経済全一
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体の問題 にどの ような影響 を与え,ど のよ うな役割

を果 たしていけ るのか とい うマ クロ的な問題意識

の鶏 人が避 け られな くな ってい るの であ る。逆 に,

情 報産 業政策 は,情 報産 業の振興の みを念頭 にお

い た ミクロ政 策で は間 に合わな いの であ る。

最後 に もう ・つrt電 気通信 市場 に係 るlli[jl9改革

とこれ によ り生 まれつつ あ る電 気通信 事業分野 の

構 造変化 であ る,、そ もそ も,電 気通信 自体,情 報

産 業の川の1セ クターであ って,情 報産 業の ビジ

ョンの検討範 囲の中に 当然含 まれ るので あるが,

こ こで特 に強調 すべ きは電気通 信 を インフラス ト

ラクチ ャとしてみた場合の,情 報産 業内の相 η二依

存:関係で ある。 例 えば,デ ー タベー ス業 者等の情

報サ ー ビス産業 は,電 気通信 サ ー ビスのパ フ ォー

マ ンス(価 格,利 用の し易 さ等)に よって事業の

形態 や発展 方向が直接的 に影響 され るよ うな産業

であ る。電気通 信事業が どのよ うな影響 を情報 サ

ービス産業 等に 与えるのか ,ま た,逆 に,情 報 サ

ー ビス産 業等の関連産業 の発展の観点 か ら電 気通

信 事業 は どの よ うにあ るべ きか を,自 由化後 の通

信 事業の現 実 を出 発点 として考 える必要 がある。

ヒに見た今 回の ビジ ョン策定 の背景か ら も明 ら

か なよ うに,今 回の検討 は今までの ビジョンとは

異 なるい くつかの特 長 を有 してい る。 この点 につ

いて,前 回の 「80年 代の情報化 ・情報産 業 ビジ ョ

ン」 との比 較 を しなが ら概観 してみ よ う。

第 ・・に,検 討の 重点 が 「情報化」 か ら 「情 報産

業」へ と移 った こ とであ る。 これは,前 回の ビジ

ョンの 「S家 の一 日」 に 見 られ るよ うな高度情 報

社会 のイ メージ作 りの作 業が,い まな お有 効性 を

保 ってお り,今 回重複 を避 け ることが 妥当 と考 え

られ た ことが ひ とつ の理 由 であ る。 しか し,よ り

手要な背 景は産業論 その もの の 重要性 が増 大 した

こ とであ る。 た とえば,「社会基盤 と しての情報 イ

ンフラ」,「 ネ ッ トワーク化」,「電 気通信 との融合」

等の 、漂 は,情 報産 業そ の ものの産業 形態 を大 き

く変 え る可能性 を有 して い るとみ られ るが,そ の

変化 の方向 を見定 めな ければ今後 の産 業政 策が的

確 に行 えな い と考 え られ るので ある。

第 二点 目は,国 際化,産 業 構造 の変 革,内 需の

振興 とい うよ うな マ クロ的 ・産業構造 論的な課題

を検 討の主 た る範囲 として捉 えて い ることで ある。

これは,現 在我が国 がおかれて いる全 体的状況の

反映で ある とと もに,情 報産業の 日本 経済 におけ

る位置づ け(例 えば,GNPに 占 める情 報産業 の比

率)の ヒ昇 に起因す る もので ある。 その際,以 ヒ

の よ うなマ クロ的課 題に対す る検 討のス タンスが

注 目に値 す る。当然 な が ら,国 際 化等 の マ クロ

的な 要 因の 変化 が,情 報産 業 に どの よ うな影 響

を 与えるのか とい う 「受動的」検 討は行われ てい

るが,こ れ と ともに,マ クロ的変化 を情報産業 が

どのよ うに ガイ ドす るか,マ ク ロの要請 に情報産

業 がいかな る形 で貢 献すべ きか とい う 「能動 的」

な視点 での検討 が行 われ る。換言 すれば,今 回の

検 討は マク ロ経済 と ミクロの相互 依存関係,産 業

間の相互依存関係(産 業 構造転換 にお ける情 報産

業 の役割)を 念頭 に置 いた ものであ るこ とが重 要

なポ イン トにな ってい る。一



第 三点 日に,1"に 述 べ た基本的態 度 を具現す る

もの として,ぱ 業連関 表の形で の将 来展望作 業が

行われ ることであ る。 ・つの産 業 分野 の展望 を行

って みて も,そ れ が全体の産 業構造の連鎖 の中 で

整 合性 のあ る ものでな けれ ぱ,単 な る絵 に画 いた

餅 に過 さな い。 つ ま り,た とえあ る産 業が 今後年

率15%で 伸 びてい くとい う 予測 を作 ってみて も,

例 えばその産 業に原材料 を供 給 して い る産 業がな

ん らかの 事情 で供 給が伸 びない とい う場 合,あ る

いは,マ クロの成長が数%の 環境の もとで 当該 産

業 が15%伸 び る と別の特定 の産業 の生 産が マ イナ

スにな って しま うよ うな場 合,そ の15%と パ う 予

測 自体が どうもおか しい と結 論せ ざるを得 ないの

であ る。 また,他 の産業 との相 ∫]:依存 関係 が どう

変 化 して い くのか,情 報産 業 に係 る投 資や消 費 と

い う内需頃 日は情報産 業の需 要の 中で どの よ うな

割 合 を占 め,ま た それが内需 全体 の中で どの よ う

な役割 を果 たすのか とい うよ うな類 の問題 を整 理

す る必 要 もあ る。 このため には,産 業連関表 の形

での検討 が最 も合理 的で あるのだ。

まず,本 年2月 に産業構造審議会情報産業部会

の基本政策小委員会の トに 「長期展望分科会」と

いう新たな組織が設けられた。分科会長には,基

本問題小委員会の委員である 三和銀行の藤井義弘

副会長をお願いした。なお,藤 井氏は,経 団連の

情報通信委員会ネットワーク専門部会の部会長で

寄 稿 ・解 説

もあ る。 また,委 員には,電J'1:業,電 気通信 業,

情 報サ ー ビス業か らの 代表に加 え,運 輸,電 力,

銀 行,川 券,保 険,流 通,鉄 鋼,自 動 車,放 送 等

の関連 産 業の代 表,大 学,マ スコ ミ等の有識 者,

労 働組 合の代 表等 合計30名 の参 加を得てい る,、委

員の構成 が広範 囲 に渡 ってい るの も検討対 象の幅

の広 さを表わす もの として注 目に値 す る。(別紙1

委 員名 簿)

これに対応 して通産 省内では,電r政 策課情 報

政策 企画室 が中心 とな って,情 報処理振 興課及 び

情 報処理 システム開 発課が作 業 を担'11し た 。な お,

定 ほ的検討 につ いては側)日本情 報処 理開発 協会の

調査部 の協力 を得 た。 この場 を借 りて,感 謝 の意

を表 してお きたい。

長 期展望分科 会 は62年2/]27日 以1降6川 の会 合

を開催 し,急 ピ ッチで検 討を進 め,6月19日,最

終 報告 を提出 した。 この報告は,21世 紀 へ 向 けて

の情報産 業の発展 の姿 を様 々な角度か ら展 望 した

盛 り沢 山の もの であ るが,こ こで はそのなかか ら

4つ の 主要な ポ イン トに限 って説明 したい。

川 依然 高い成長 ポテ ンシャル を持つ情報 産業

情 報産業は 高い技 術開発 力や根強 い情 報化需 要

を背 景 として,21世 紀 に至 る期間弓1き続 き高 い成

長 が期 待 され る。成長率 でみ ると昭 和75年 まで13

%程 度 の成長 が見込 まれ る。 この結 果,昭 和59年

に おいて約20兆FiJで あ った生産額 が,昭 和75年 に

は140兆lIJを 越 える もの とな る。 この間,ほ ぼ7
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長 期 展 望 分 科 会 委 員
(50音川頂,散 粉ミ田各)

㈱:和 銀行副会長

東京海 ヒ火災保険㈱取締役情報システム部長

日本放送協会企画本部関連事業室主幹

トヨタ自動 車㈱取締役

全日本電機機器労働組合連合会書記長

㈱ コンピュータ・アプリケーションズ取締役社長

新日本製鉄㈱情報通信 システム部長

国際電信電話㈱経営企画室企画部長

㈱ インテック代表取締役社長

日本電信電話㈱経営企画本部企画部長

日本電気㈱常務取締役

ダイヤルサービス㈱代表取締役社長

㈱ 日本経済新聞社企画調査部長

日本アイ ・ピー ・エム㈱顧問

松 下電器産業㈱常務取締役

(社)九州 ・山口経済連合会企画局長

学習院大学経済学部教授

近鉄航空貨物㈱専務取締役

㈱朝日新聞社論説委員

(財)金融情報 システムセンター理事

(社)経済団体連合会産業部長

伊藤忠商事㈱専務取締役

日本テレコム㈱代表取締役社長

富士通㈱常務取締役

㈱三菱総合研究所取締役サービス業務部門長

野村i澄券㈱取締役

AT&Tイ ンターナショナル ・ジャパン㈱副支社長

㈱西武百貨店取締役企画室長

(財)日本情報処理開発協会専務理事

東京電力㈱常務取締役一
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表1情 報産業のGNP比 率 (単位%)

昭和59年 昭和65年 昭和70年 昭和75年

電 子[1業 4.38 7.06 10.75 15.67

電 気 通 信 1.61 1.81 2.32 2.67

情報 サービス 0.40 0.76 1.33 2.27

情報産業(計) 6.39 9.63114.40 20.61

倍 の 成長 であ る。これに伴 い,GNPに 占 め る情 報

産業 の生 産額 の割 合 も昭 和59年 の6.4%か ら昭 和

75年 に は20%を 越 える ことにな る。情 報産業 は名

実 と もに我 が国の リーデ ィングイ ンダス トリー と

な る。(表1)

ま た,こ の結果,経 済成長 に対す る情報産業 の

寄 与度 も,59年 か ら65年 に か けての12.9%,次 の

70年 まで の18.1%,さ らに75年 に かけて は22.2%

と 上昇 してい くこ とが期待 され る。ま さに,情 報

産業 は我 が国の成長 の源泉 となるのだ。

(2)情報 関連消費 の伸び がカギ

以 ヒの よ うな情 報産業 の成長 を支 えるのが,情

報関連 内需 の伸 びで ある。 その 中で,特 に情報 関

連 の消費,つ ま り家庭や 個人 を中心 とした需 要が

今後 著 しく増加 す るこ とが期待 され る。

電 子Jl業 の需 要に占 める消費の割 合は,昭 和59

年 に は4.4%で あ った もの が,65年=7.4%,70年

==14 .8%,75年=21.4%と な る と見込 まれ る。電

気通信 に関 しては,59年=30.8%,65年=38.3%,

70年=51.7%,75年=59.2%ま で ヒ弄す る と見込

表2情 報産業の需要構造 (単位%)

買r売 丁 電rl業 電気通信 情 報サ ー ビス 他 産 ※ 最終需要

59

65
電 子 工 業

70

75

29.0 2.3 1.2 5.5 62.0

24.1 L8 L8 14.7 57.5

20.7 1.8 2.5 14.4 60.6

17.8 1.6 3.7 12.0 64.9

59

65電 気 通 信

70

75

4.2 1.5 0.8 62.4 31.1

6.4 1.7 L7 51.5 38.7

7.4 1.9 2.6 36.0 52.2

9.0 2.0 4.3 25.8 58.8

59

65
情 報 サ ー ビ ス

70

75

5.5 0.6 3.4 89.8 0.7

7.0 0.6 4.7 7L2 16.5

8.2 0.5 6.0 48.8 36.4

9.3 0.5 7.7 28.4 54.1

注1.最 終需 要 とは,消 費 ・固定資本形成,在 庫増,輸 出入差額の合計。

2.本 文中 の消費のみの数字 はこの表 では省略。

9
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まれ る。 さ らに情 報サ ー ビスにおい ては,59年 一

1.3%,65ぐ ピー17.7%,704王 一38.4%,75自 三一57.4

%と 顕 著な ヒ昇が期待 されてい る。(表2)

これ ら3産 業 を合わせ た情 報産業 全体 の需 要に

占 め る消費0)害 ‖合は,‖召和59年 に は7.8%て あ った

ものが,75年 に は28.7%と な ると見込 まれ る。 こ

の よ うに,家 庭 及び個人 を中心 とした需 要が,今

後 の情 報産 業の 発展 と内需 の拡 大の カギ とな る と

考 えられ る。

但 し,こ の よ うな消費需 要の伸 びは,た だ 丁を

こ まねいて待 っていたの では実現 す る もので はな

い。 フ ァ ミコンソフ ト第 ・部 に 見られ る情報 関連

消費の 芽を社会 般 に拡 大 してい く必 要があ る。

その為 にはい くつかの越 えな くては な らない ハー

ドルが存 在す る。産業 構造 審議 会の報告 では この

点 について次 のよ うに指摘 してい る。『以 ヒの よ う

な状況 を実現 す るため には 「情 報の パー ソナル化」

に向け た総合的 な対策 を講 じることが必 要で あ り,

具 体的 には,

イ.各 種 の情 報関連 機器が 人衆 としての個 人の利

用に適す るよ うユーザ フ レン ドリーな性格 を有す

ること。

ロ.CD-1な ど を始 め とす る新 しい タイ フのパ

ッケ ージ系 メデ ィアの普及が図 られ るこ と。

ハ .消 費 に関連 す る情 報関連機 器等が ソフ トに対

して統 ・的 且つ開 かれた イン ター フェ イスを有 し

てお り,自 由な アプ リケーシ ョン活動 を口∫能 とす

るこ と。

二.個 人の利用 に供 され る各種の情 報関連機 器が

ネ ッ トワーク 上に位置づ け られ るよ う高度 な ネッ

トワー クの普及 と電気通信 料金の 低廉 化が図 られ

るこ と。

な どの課 題に早急 に対処 す るこ とが必 要 であ る。』

(3)相互 依存関係 の深化

以 ヒ述べ た消費等 の情 報関連の潜 在需 要を,顕

在化 させ るために は供 給面で もい くつかの条件 が

満 た され な くては な らない。第一 は,情 報産業 の

三つの部門 を中心 と して スムーズな形で新 しい分

表3投 入構造の変化 (単位%)

電 力 業 電気通信 情 報 サ ービ ス 他 呼 ※ 粗付加価値

59

電rll業 篇
75

0.28972 0.00756 O.00596 038365 0.31311

0.24132 0.00757 0.00864 0.45611 0.28636

0.20723 0.00744 0.01167 051938 0.25428

0.17796 0.00731 0.Ol576 0.57821 022076

0.12803 001473 0.00377 007913 0.77434

0.15395 0.01690 0.00584 0.06118 0.76213

59

電 気 通 信;1
75

0.17515 0.Ol870 0.00759 0.04801 0.75055
0.19635 0.02050 0.00935 0.03536 0.73844

0.11195 0.Ol375 0.03422 0.23234 0.60774

0.14607 0.01606 0.04734 0.20515 0.58538

59

情 報 サ ー ビ ス!1

75

0.17908 0.Ol825 0.06049 0.17004 0.57214

0.21955 0.02074 0.07730 0.12625 055616
000250 0.00510 0.00445 0.50563 0.48232

0.01204 0.00498 0.00718 047744 0.49836

59

他 産 業 莞
75

0.01883 0.00473 0.00904 0.44960 0.51780
0.02452 0.00429 0.00982 0.41315 0.54822

(注)投 入 係 数 とは,1単 位 の 生 産 を 行 う ため に 使i月 され る 原 料 等 の 必 要 投 人{lt。 例 え ば,行 ・情 報 サ ー ビ ス59,列 ・

電fll業 のO.11195は,情 報 サ ー ビス100万 円 を生 産 す るた め には,11万1950円 の 電f機 器 が 使 わ れ る とい う意 味 。一



業 ・協業関係が形成 されることである。たとえば,

家庭の需要を伸ばすためには機器産業が使いやす

い機器を普及 し,今 度はこれをベースとして情報

サービスが提供 される,ま た,そ の際電気通信が

低廉なインフラとしての役割を果たしてい く。 こ

ういう分業関係が密接な相互依存の中で形成 され

ねばな らない。この点を,産 業連関表の分析を基

礎 として,役 人構造の変化の観点か らみると,次

のよ うな方向での発展が求め られ ることが判 る。

(表3)

①情報サービスか らの投入係数は,情 報サービス

自身 も含め全産業で増加。

②電子工業か らの投入係数は,電 気通信,情 報サ

ービスおよび他産業において増加,た だし,電

子工業内の役人は,低 ド。

③電気通信からの投入係数は,情 報サービスを除

き低 ド。

④他産業からの投入係数は,電 子L業 を除 き低 ド。

⑤粗付加価値(基 本的には労働 コス ト,資 本 コス

ト,利 潤)の 投入を見ると,3産 業 とも徐々に

低 ド。これは,内 生部門内の分業関係の深化

(相互依存度の増大)の 裏返 し。

以 ヒを総合 して,各 産業の構造変化を推定すれ

ば,次 の とお りと考えられる。

①情報産業の各部門は,相 互依存度を高めなが ら

全体として,他 産業の事業活動を支えてい く。

②その中で,電 気通信は,情 報サービスを支えつ

つ,情 報サービス業 を通 じて,他 産業等の発展

に貢献するという方向が強 まる。

③また,情 報サービスは,電 子工業への依存度を

高めっっ(ハ ー ドウエアの充実による高度化を

行いっっ),他 産業等への貢献を行 う。

寄 稿 ・解 説

(4)ニー ズの変化 に応 える情報 産業

21世 紀 へ 向けて,日 本が内需型 の発展 を遂 げて

い く際,情 報産業の側 で新 しいニー ズに応 え る新

しい産 業形態 への変貌 が求 め られ る。産 業構造 審

議会の 報告にお いては,こ の よ うな変貌 の方向 と

して 「システム インテグ レイター」 を挙 げてい る。

現 在顕 在化 しつつあ る情 報産 業に対 す るニ ー ズ

として,産 業構造 審議会 の報告は 『シス テム化,

ネ ッ トワー ク化』,『 ユーザの利用技術 の補完』,

『産業活動 に深 く浸 透 した情報 化への 要請』な どを

挙 げて いるが,こ れ らを 一一気 に満 たす産業 が シス

テ ムイ ンテ グレイ ターで ある。

これ は,イ ンフ ラとしての電気 通信,コ ンピ ュ

ー タ,通 信 機器等 のハ ー ドウエ ア機器及 び ソフ ト

ウエア とこれ らを利用す る際の ノウハ ウを総合的

に組 み合わせ て利用 者の 高度 な業務 ニー ズに応 え

る産業 で あ る。

システム インテグ レーターは,① 情 報関連技術

が急速 に高度化,複 雑 化す る中 で,ユ ーザの利用

技 術 を補完 し,ユ ーザに対 して最 適の システ ムを

提 供す る とと もに,② 特色 あ る機 器 を生産 す る中

小 メーカーな どの製 品 を統合化 され た システ ムの

中で活用す るこ とによ る新 たな 市場の形成 な どの

機 能 を有 して い る。 システ ムインテグ レー シ ョン

サ ー ビスの提 供 は,機 器産業 とユ ーザの間 をつな

ぐ重要 な産業 として,今 後 の情 報化 の進 展 と情 報

産業 の発展の カギ を握 る もので ある と,言えよ う。

ところが,こ の よ うな産 業機 能 を現 在の情 報サ

ー ビス業 が果 た してい るとはt;い がた く,今 後,

情 報サ ー ビス産業の高度化 あるいは新規情 報産業

の育成 とい うことで,環 境整備 のた めの施 策が必

要 となろ う。

f奄
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ICOT.JIPDEcAlセ ン タ ー の 活 動

1.Aiセ ン ター設立 の経緯

人il知 能(AI)技 術 が,情 報 システ ムや ソフ ト

ウエ アの開発 のための新 しい情 報技術 として高 い

関心 を集 めて い ます。 と くに,知 識 ベース と推論

機能 を使 ったエキ スパ ー トシステムについて,主

要な産業 では,事 業者団体 や企 業 グルー プがAI

研 究 会 をおいて,ソ フ トウエ ア開発用 ツ ールの研

究 を行 った り,ま た,企 業では,プ ロ トタイプ シ

ステ ムの開発 か ら,実 用 システムを構築 す る動 き

にあ ります。一 方,AIツ ー ルを開発 ・販 売す る

企 業の進 出 も目覚 ま しく,わ が国 において もAI

産 業が形成 され る気運 にあ ります。

この よ うな動 きに呼応 して,当 協会 と財 団法人

新世代 コン ピュー タ技 術 開発機構 は,通 商産業省

の ご指導 の もとに,AI技 術 の普及啓蒙 を行 うた

め,昨 年4月 か らAIセ ン ターを共同 で設 立し,

事業活動 を実施 してい ます。 当協会は,従 来か ら,

情 報産業 の振興 と産 業界お よび社会に おけ る高度

情 報化 の推進 を日的に各種 事業 を進 めて い ます。

また,脚 新世代 コンヒ。ユー タ技術 開発機構 は,通

商産 業省の委託 を うけて,AIを 狙 い に した第5

世 代 コン ピュー タの研究開発 を行 って います。 そ

して,プ ロジェ ク トの研究成 果の普及 を進 めて い

ます。AIは,今 後の研究 開発 に待 つ ところが大 き

く期待 され る技 術で あ り,産 業 と して も発展の可

能性 を持 った分野です。 この よ うな夢 を もったA

I技 術 について,わ れわれ両 団体 は,そ れ ぞれ の

事業 を発展 させ 普及 啓蒙 を行 うこと とした もの で

す。図 一1参 照 。

図 一1Alセ ン タ ー の 組 織

事業者団体 地域技術 企 業

●産業機械 振興団体 ●AIビ ジネス

● エ ネ ル ギ ー

● ソフトウエ ア

ICOT・ ・nPDEC

AIセ ン タ ー

●AIユ ー ザ

(財)新世代 コンピュータ(財)日 本情報処理

技術開発機構 開発協会

↑↓篇 呈 、↑㌫ ㌫)

2.Alビ ジ ョン調査

AIセ ンターの昭和61年 度事業として,今 後10年

間を見通 したAI需 要を試算するとともにAI技 術の

解説書を作成 し,AIビ ジョン調査報告書に取 りま

とめました。(ICOT分 室担 当)

この調査にあた りましては,AIビ ジョン総合委員

会(委 員長:渡 辺 茂 東京都立科学技術大学学一 、



長)を 編 成 し,具 体的な作 業は,技 術 と需 要の 両

分科会 をお いて実 施 しま した。

{1}AIの 定 義 表 一1

AIビ ジ ョン調査 では,産 業的な 、`万場 か ら,「AIと

は,人 間が用い る知識 や判断力 を分析 し,コ ン ピ

ー タ ヒにいか そ うとす る技術 であ る。」と定 義 しま

した。 この よ うなll学 的なAI技 術 の研究 や製品 の

開発 が,最 近急 速に進展 してい ます。

(2}AIの 要 素技 術 と応 用

AIを 支 える要素技術 として,探 索 手法,知 識表

現,問 題解 決法,知 識獲 得 ・学習 な どが あ り,さ

らにコン ピュー タ 上に表現 す るため に,プ ログラ

ミン グ、「語(PROLOG,LISPな ど),コ ン ピ ュー

タアーキ テ クチ ャ,プ ログ ラ ミング方法 論な どに

関す るコン ピュー タ技 術 の研 究開発 が,AIの 発 展

に とって不 可欠です。 また,AIを 応 用 した システ

ム分野 と して,エ キスパ ー トシステ ム,知 能 ロボ

ット,自 然t'i'語理 解,音 声理解,画 像理解,自 動

プログ ラ ミング,マ ンマシン ・インターフェー ス

・シ ステ ムな どがあ ります 。

(3)AIビ ジ ョン

のAIソ フ トウエアが4兆8000億 「1]規模 に達 し,

この うち情 報サ ー ビス産業のAIソ フ トウエア市

場は,6600億 円 規 模 と予測 され る。AIハ ー ドウ

エア市場 は,8900億 円 規模 が見込 まれ る。 したが

って,AI需 要 全 体で は5兆7000億 円規模 に達す

ることに なる。 この 予測 は,GNP3.5%成 長 ケ

ー スを もとに試算 した ものです(表 一1)。AIシ

ス テムでは,エ キスパ ー トシステ ムに対 し導 入の

関心 が高 く,1～2年 以 内に試験 運用 し,5年 以

内に実用化 が進 むもの と考 えられています。自然 言

語理 解 システムは,多 くの企業が試験運 用 して い

ますが,実 川化は5～6年 光 と見込 まれ ます。

Alソ フ トウエアと市場規模の推定結果
(試算値)

西暦 目

AIノ'フ トウエ ア

需 蜘18業 全 体}

Alソ フトウ」ア市場

㈹ 報サ ヒスR約

Alハ ・ トウ ⊥ア

山 場

`

Al小 場 規模

/ソ ノト 」ハ ・ト}

1985

1990{竜 門

(0.07%)

250億 円 680億 円 930億 川

1990

9600億 円

(0.28%〉

1300億 円 2500億 円 3800億 円

1995

4兆8000億 円

(L2%)

6600億 円 8900億 円 1兆6000億 円

1995/1985

年 平 均

伸 び 率

38% 39% 29% 33%

1995年 に お け る わ が 国 のAI需 要 は,産 業 全 体(注 〉 本表 に掲 げる試 算1直はすぺて推測結 果であ り・ 上位2桁 で丸め

て ある。 また,括 弧内の数値 は対GNP比 率 である。

3.Alオ ー プンハ ウス
■

昭和62年 度主要 な事業 として,現 在鋭 意準備 を

進 めて います ものに,AIソ フ トウエ アやAIマ シ ン

似 ドAIツ ール)の 共同利用 セ ン ター一「Aiオ ー プン

ハ ウス(仮 称)』の設置運営 が あ ります。 この構想

は,図 一2の とお り,AIツ ー ル を製造販売 企業か

ら出展頂 き,AIシ ス テムの アプ リケー シ ョン ・ソ

フ トウエ アの知 見 を得 るために研究 開発 を希望す

43



るユ ーザ や ソフ トウエアハ ウスの利 用に提供 しよ

うとす る ものです。開設 は,今 秋10月 頃 を 予定 し

てい ます。(JlpDEC分 室 担'11)

4.Alネ ッ トワークの開設

AIセ ンターで は,登 録会 員,AI研 究 者 な どの情

図 一2Alオ ープ ンハ ウ スの構 想

ユ

AI開 発 用 ツールの提供

発用 ツー ル

ダー企業

AI開 発用 ツール

ベ ンダー企 業

AI開 発用 ツール

ベ ンダー企 業

AI開 発用 ツール

ベ ンダー企 業

一 一 　 一 一

、'

、 ㌧1司

AIオらズン縛
,一・ら・ ・.≡'.:'羅

●AIツ ールの共 同利用

●AIツ ールの利用技法 セ ミナー

●AIツ ールの 利用事例研 究会

●AIツ ールの紹介

一 一 ー 一 一

' h

一 ザ ユ ー ザ
ソ フ ト ウ エ ア

ハ ウ ス

ソ フ ト ウ エ ア

ハ ウ ス

メ

リ

ン

ト

●各種AIツ ールの利用技法 が習得で きる

●各種AIツ ールを比 較 して,選 択の ヒン トが得 られ る

●各種AIツ ールの利用実験 がで き,知 見が得 られ る

●各種AIツ ールの利用事例の 研究がで きる

●各種AIツ ールの最 新情 報が得 られ る一



報 交換 及 び人的 交流の促進 を日的に 本年7月 か ら

パソ コン通信 によ るAIネ ットワー クを開 設 しま し

た。 この システ ムに よ り,電 子メールの交換,特

定 テーマ に関す る会議,AI製 品 やAI関 連 レポー ト

及 びAI関 連 行 事な どに関す る情 報 を知 ることが で

きます。AIセ ンター登録会 員には,1会 員1名 に

限 り参加 で きます。参加料 は無 料です 。

5.Alセ ミナー,利 用研 究会の実施

AI技 術 やAIツ ールに関す るセ ミナー,利 用研 究

会な どを随時 計画 し,実 施 して お ります。 これ ま

でに,AIビ ジ ョン特 別セ ミナーを7月9日 に,逐

次型推論 マ シン操作 セ ミナーを5回 開催 しま した。

エンジニア リング

食品 ・繊維

出版 ・印刷

化学 ・石油

ガラス ・セ メン ト

鉄鋼 ・金属

電 機

機 械

輸送用機械

観 ・小売 ・商事

金融 ・証券 ・保険

運輸 ・通信

電気 ・ガス

サービス

学 校

政府 ・自治体

団 体

そ の 他

表 一2

Alセ ンター

ユ ーザ会 員の

業種別 内訳

6.Alセ ン ター登録会 員の現況

AIセ ンターで はAI技 術 の普及啓蒙 事業を推 進す

るため,登 録会 員制 度 を設けてい ます。 事業 者団

体,企 業な どの組織 体 な らば誰で も会員に登録 申

込 みがで きます 。登録 のための会費 は無 料です。

昭和62年7月31日 現 在の登録会 員は,385会 員 です 。

その内訳 は,ユ ーザ 会員187金 貝 と全体の49%を

占 めて お り,次 いで情 報サ ー ビス(ソ フ トウエ ア

ハ ウスを含 む)が132会 員(34%),大 学 ・研究 所が

37会 員(9%),コ ンピュー タメーカーが29会 員(8%)

とな って います 。図一3及 び表 一2参 照 。

7.Alセ ン ターへの連絡先

AIセ ンターについて,詳 しい情報 を入f:し たい

場合,AIセ ン ター登録会 員に申込み を希望の場合,

AIネ ッ トワー クに参加希望 の方,等 々のお問 い合

せ ば,当 協会AI振 興 センター(電 話03-432-9390)

あ て ご連絡 くだ さい。

図 一3Alセ ン タ ー 登 録 会 員 の 割 合

合計385会 員

昭和62年7月31日 現 在

メーカー

29(8%)

研究所

37(9%)

ユーザ

187

情 報 サービス ・(49%)

ソフ トウエア

132(34%)
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ケイト
(CAIT-Centra}Academy.ofInformationTechnology)一

わが国の情報化は急速に進展 し,近 く高度情報

化社会を迎 える状況において,そ の円滑な推進 を

図るためには担い丁である情報処理技術者の育成

・確保は重要な課題 となっている。

これを背景にして,昭 和62年4月 に通商産業省

の産構審情報産業部会'[1号機化人材対策小委員会は,

西暦2000年 には97万 人の技術者が不足す ると指摘

するとともに人材育成対策の ・環 として情報大学

校構想の推進を提案 しました。

当研究所は,通 商産業省の ご指導 によりこの情

報大学校構想を推進するとともにわが国における

情報処理教育の中核機関としての新たな使命を果

たすため、前情報処理研修センターを基礎 として

機構を改革し,名 称 も改めて本年6月1日 に再発

足した次第です。

2.目 的 ・役割 (
わが国における情報処理教育の中核機関として

広範囲に事業を展開 し,人 材育成問題の解決に取

組んでまい ります。

特に,専 修学校等のインス トラクタの養成及び

高度情報処理技術者の養成等人材育成事業に重点

を置 くとともに産業ニーズに対応 した技術者像の

確立,教 材の開発等調査 ・研究 ・開発活動を積極

的に推進いたします。

政 府

支援 提 、亨・要 望

情報処理技 術 者
ニ ーズ

のcr{ErJlh]仁と

量的拡 大

中央情報教育研究所

●情報処理教育に関する調査 ・研

究 ・開発

●情報処理技術インストラクタの

養成

●高度情報処理技術者の養成

●情報処理教育の普及 ・啓蒙

●情報化人材育成推進事業への協力

人材養成 ・成果の普及

協力

企業,学 校(専 修学校等)

官公庁,各 種団体等

産 ・学 ・官の各界

有識者一



一
3-1情 報 処理教 育に関 する調査 ・研 究

〔1肢術 者教 育ニ ーズ及 び実態 調査(国 内1海 外)

〔2砲座 情報化 社会が必 要 とす る技 術 者豫の確 立

〔3技術 者育成指針,標 準 テキス トの研究 ・開発

{4)CAI教 育(CAROLシ ス テム)に 関す る調 査 ・

研究

(5}効果 的教 育手法等の研究(能 力開発 手法,技 術

者の適性検査等)

3-2情 報 処理技 術 インス トラ クタの養成

ほ)専修学 校等 におけ る情報処理担 当教 員の養成

ド記6コ ース開催

●情 報処 理科 目教 育 ヒの ポイ ン トコース

●教 育効果 を高 め るための教 育指 導法の ポ イン

トコー ス

●システ ム開発 と運 用 コース

●情報処理 とコン ピュータコース

●情 報処理 システム コース

●関連知 識 コース

(2)企業 内情 報処 理 インス トラ クタの養成

3-3高 度 情報処 理技術者 の養成

(1)人材 別育成)一 ス

●ア プ リケ ー シ ョン ・エ ンジニア コー ス

●ネ ッ トワー ク ・エ ンジニ アコース

●プ ロダ クシ ョン ・エ ンジニ アコース

●シス テム監査 エ ンジニ アコース

以 ヒのほか昭和63年 度 開催 コース として テ クニ

カル ・エ ンジニア,デ ベ ロップ ・エ ンジニ ア,ナ

レ ッジ ・エ ンジニ ア,デ ー タベ ース ・エ ンジニア

の4コ ース を開発 中。

なお,ヒ 記 コースの特徴 としては,研 修科 目を

細 分化 し,研 修生 が都合 に合わせて小 単位の各講

座 を履脅 して積 みllげ てい く方式 をr定 。

(2)イ固別 テー マコー ス

●エキバ ー ト・シス テム

●情 報 システム ・セキ ュリテ ィと リス ク分析

●CAD/CAM

●数 値解 析等

(3)その 他

時宜 に適 した テーマを取 り 上げ,外 国の学 者,

専 門家 によ るセ ミナー等 を実施。

3-4情 報 処理教 育 に関 する普及 ・啓 蒙

〔1)中小企業 の情 報化打{i進教 育

(2)地方 の情報化推進

(3)情報 処理教 育啓 蒙講座 の開催

{4技 術 者育成指針,標 準 テキ ス トの頒 布

(5肱 報 誌の発行等

3-5情 報 化 人材 育成推進 事業(通 商産 業省)へ の

協 力(参 考 資料参照)

14繊 (

一
中央情報教育研究所は発足後,情 報処理研修セ

ンターの過去17年 間に及ぶ研修実績 と豊富な経験

一 ーー 一 一_一



を満しつつ,鋭 意各種事業に取組んでお ります。

1り修学校等の インス トラクタ養成事業は前年度

より準備を進め本年6月15日 に開始 し,ま た,高

度情報処理技術者劃 戊・牒 について も ド期の開假{1

に向けて研究を進めるなど情報処理教育の中核機

関 として的確 かつ円滑 な事業運営 を行 う}河存では

あ ります が,そ の ためには産 業界,学 界,官 界等

の ご指導 が不 日∫欠 であ ります 。

今後 と も皆様 の ご支援,ご 協力 をお願 いい た し

ます 。

llMlll川lllilllllllllll{11111111111111111111111|MMIIIIIH川IIMI川1111Mllllllllllllllll(参 考 資 料)1111111111ilfi1111111111111|11111111111111tMHillllllllllllillllllllllllllUIIIIIIIIU川llllllllllllll

情報化人材育成推進事業について…情報大学校構想

(通商産業省,一 部抜粋)一
(1)産業界と連携 した人材の育成

(2畑 域における技術 者教育の活性化一
(1体 事業推進の中核機関となる中央情報教育研究

所((財)日 本情報処理開発協会情報処理研修セン

ターを改組 し設置)に おいて,ソ フトウエア技術

者教育に関する調査 ・研究,情 報処理技術インス

トラクタの研修,情 報処理教育用教材の研究 ・開

発等を行い,情 報処理教育の向 ヒを図る。

(2洛 地域の優れたソフトウエア技術者教育機関を

通商産業大臣が本事業の連携機関 として委嘱。委

嘱校においては,先 進的情報処理教育の実施等 を

通 じ,情 報処理教育の向 ヒに努めるもの とする。

中央情報教育研究所は,委 嘱校に対 しインス トラ

クタの研修,各 種教育 ノウハウの提供等によ り,

バ ック・ア ッフ。一
(1)委嘱 内容

①CAROLシ ス テム(技 術者育成 のためのCAIシ

ステム)を 学科内,付 帯的教育事業等において利

用す る(所 定の経費を負担),中 央情報教育研究所

において開発 ア定の標準 カリキュラム等を参考に

カリキュラム編成を行うなど中央情報教育研究所

と協力 して,先 進的情報処理教育を実施すること。

② 中央情報教育研究所に対 し,情 報処理に関す る

報告を行 うこと。

③中央情報教育研究所で行 う情報処理教育に関す

る研修を受講すること。

④地域の情報化に資するため,施 設の開放等各種

事業を立案,実 施すること。

(2)委嘱方法(説 明文省略)

委嘱委員会

局産通

県府
課
道
工
都
商

(専
修
学
校
以
外
)一



産業情報化推進 センターの

事業紹介

当セ ンターでは,昭 和60年 の 発足以来,政 府施

策 と連携 し,産 業 界にお け るネッ トワー ク化の進

展が 円滑 に対応 で きるよ う業界 内,業 界 間の連携

・協調 の場 を提供す るとと もに
,中 、γ的 ・専門的

立場か ら情 報 ネ ッ トワークの構築 ・運 営 を支援 し,

さ らに情 報 ネ ッ トワー クが効率 的に行われ るため

の ビジネス フ.ロ トコルの統 一 ・標準 化,あ るいは

情報 ・通 信 システ ム高度化 のための ユーザ ー問題

を検討 す る他,産 業の情報化 を促進す るための広

報,セ ミナーの開催等 によ る普 及 ・啓蒙活動 を実

施 して お ります 。

当セ ンターの事業 を大別 す る と,次 の5つ に分

け られ ます。

以 下,事 業の あ らま しを ご紹 介 します 。

①ビジネスプロトコル等に関する開発研究

昭和60年 以来,既 存の プ ロ トコル(J手 順,全

銀 手順,CAT手 順 等)の 規格 について調査す ると

と もに,ビ ジネスプ ロ トコルの共通 化 についての

研究 を進 めてい ます。61年 度 には,米 国 での ビジ

ネスプロ トコルの標準化動 向につ いての調 査を行

いま した。

また,共 通 ビジ ネス プ ロ トコルの一一要素 で あ る

コー ドの共通化 については,製 造 業界 に的を絞 り

調 査 を進 めてい ます 。61年 度 には,製 造業 界 を対

象 とした共通 製品 コー ド体系の一・・試 案(基 本枠 組

案)を ま とめ ました。

②産業界における情報・通信システム高度化

に係るユーザー問題調査

情報 ・通 信 システ ムの高度化 を図 るため先 進ユ

ーザ ーか らな る情報 ・通 信ユ ーザー懇談会 を設置

し,ユ ーザー側 の 立場 か らの諸問題(個 別機 器/

シ ステ ム/サ ー ビス等 の問題)に ついて,情 報産

業側 との話合 いの場 を設 け,具 体 的な解決の 方策

を検討 す るこ ととして います。 また,各 種機 器,

シ ステ ムの統合化,相 肩:接続 に対す るユ ーザーニ

ーズに対応 し
,OSIユ ー ザ ー懇談会 を62年4月 に

発足 しました。OSIユ ー ザ ー懇 談 会 で は,OSI

標 準 の実 用化の過程 でOSIに 対 す るユーザ ーか ら

の意 見 ・要望 を反映 させ,ユ ーザー,メ ーカー相

一 一



J11の利 益の ためのoSIに 関 す る協調的推進 体制 を

築 くこ ととしてい ます。

し,VANの 実 態 と今後 の動 向につ いて分析 を行 い

ました。

③産業界のシステム構築のあり方に関する

調査研究
⑤産業の情報化に係る普及 ・広報

業界別 に情 報 システ ム化動向 ・ニ ーズ等 につい

て幅広 く調 査 ・分析 を行い現状の産 業 界にお ける

情 報化動 向の概 況 を と りまとめ る他,特 定 の業界

を選定 して長期的視 野に 、アった業界毎の情 報 ネ ッ

トワー ク化の方向 を検討 し,シ ステム構築 上の問

題点 を中X'f.的な 、ア場 か ら取 り1'.げ,分 析 を行 い,

産 業界の システム構築 を 支援 す るこ ととして いま

す 。61年 度 には,機 械ll具 業 界VANの 構 築に向け

ての支援 を行 うとと もに,印 刷,セ メン ト,金 属

家 具,合 繊 の各業界 の システム構築 の あ り方 につ

いて調査 ・分析 を行 い ました。 今後は,更 に具体

的な業 界共同 システ ムの構築 を 支援 して行 く 予定

で あ ります 。

④産業界のシステム化に係る制度問題の調

査研究

企 業間 ネ ッ トワー クに よる電 子取引 では従 来の

商慣習 や規則 ・法律で は対応 で きな い様 々な問題

が発生 してお り,こ の よ うな電 子取 引に よって発

生 す る法制 的な問題 について総合 的に整 理す ると

と もに,VANサ ー ビスにつ いて もユ ーザーの立場

か ら利用 す る際 の運 用基準,利 用約款 の分析 と付

随す るVANサ ー ビス機能 の法的問題 も調 査す る こ

ととして います。61年 度 に は,VAN事 業 者316社,

業 界団体400団 体 に対す るア ンケー ト調 査を実施

産 業界 におけ る情報化 の動 向 につ いて,会 員を

中心 に広 く関係 方面(関 係 官庁,一 般 企業等)へ

周知 す るために,セ ミナ ーの開催,各 種出版物 を

発行 して い ます。

●産業情 報化 インデ ックスの発行

産 業界 の情 報化動 向に関す る 主要な記 事情 報の

概略 と出典 をと りま とめて毎月発 行 しています。

抽出す る記 事情報 は,産 業政策/法 制,企 業間 ・

企業 内 オンライ ンネ ッ トワー ク,デ ー タベ ースサ

ー ビス
,POS/カ ー ド,情 報技 術/シ ステ ム機器

等 に分類 されて います。

●広 報誌 『産業 と情 報』 の発 行

産 業界お よび政府 の情報化 施策 の動 き,当 セ ン

ターの活動状況 な どを総 合的 に とりま とめ,年4

圓発 行 して います。

●産業情 報化 セ ミナーの 開催

業 界団体 およ び企業 の経営 者 ・実務 家 を対象 に,

産 業の情報化 に関す る各 種研究成果 およ び先進 的

業界事例 の紹 介 をテーマ とす る産業情 報化 セ ミナ

ーを開催 してい ます 。

昨年 は、『コン ピュータ ・ユーザーの情報化 戦略

VS.情 報 産業sを テ ーマに,日 本経済新 聞社 との

共 催に よ り,9月24日,25日 の2日 間,大 手 町 日

経 ホールで開催 しました。 今年は,OSIの 推 進 を

テ ーマに したセ ミナーを9月 下旬 に開催 す る予定

です。一



ダイ レク ト・マ ーケ テ ィ ング を

目的 とする個人情報の集積 ・

利用に関する■識調査について

11111川lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll‖1‖111111111111111111111

当協会は通産省の要請を受け昨年1月 以降民間

部門における個人情報の取扱いに関し研究会を設

けて検討 している。その一環 として昨年11月 ダイ

レク ト・マーケテ ィングを目的 とする個人情報の

集積 ・利用に関 し意識調査を行 った。調査の背景

と概要は次のとおりである。

1.1個 人情報 システムの拡大

近年電算 システムの急速な発展に伴い,行 政機

関や企業で,個 人ごとの情報が電算処理によって

大量に収集,蓄 積,利 用 されるようになった。例

えば公的部門では,国 の車検登録,運 転免許,税

務,簡 易保険,出 入国管理等 の システ ムや,地 方

公共団 体の住民記 録 シ ステ ム,及 び これ を中心 と

す る ヒド水道,印 鑑登録,公 職選挙等 の システ ム

が あ る。

民間部 門 では,ガ ス,電 気,電 話,生 損保等 の

契約者 リス トや,各 企業 の株]三,従 業 員に関す る

フ ァイル等 在来 の個 人情報 の電 算化 が進 め られ て

い るが,近 年特 に急 速に ふ えてい るの は,ク レジ

ッ トや キ ャッシ ングに伴 う個 人信 用情報 と,メ ー

ル等 に よ るダ イ レク ト ・マーケテ ィングを目的 と

す る個人情報 で ある。ダ イ レク ト ・マーケテ ィン

グが拡大 したのは,市 場 環境 の不確 実性 が増 す中

で,消 費需要 の個性化,多 様化 が進み,企 業 の マ

ーケテ ィン グに おいて も
,か つての よ うに川 ヒの

メーカーか ら製 品 をプ ッシ ュす るとい うや り方で

はな く,川 下の小売段 階で個 々の消費者 にア プロ

ーチし,そ の反 応を見な が ら品揃 えをす るとい う販

売姿勢 の転 換が必 要となったためである。個 人情報一
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は そのベ ース として使 われ てい る。

1.2個 人プライバ シー侵害のリスクと

ルール化の動 き

個 人情 報の処理 が電算化 され る と,人 屋:の情報

を集積 し,ま た多様 な 日的 に応 じて情報 を検索 し

た り合成 す るこ とが 日∫能 とな る。 その ため情 報 の

外部提供 や漏示,あ るいは端 末機等外 部か らの ア

クセスに よって,情 報が外部 に流出 し,特 定の個

人が 不測 の被害 を こうむる とい う リスクが生ず る。

また ・II誤った情報 が 入力 され る と発見が困難 で

長期間残存 す るため,そ の個 人が思 わぬ迷 惑 を受

け る とい う リスクもあ る。

そ こで リクス防li:の た め,① 個人情報 フ ァイル

の設置 や収 集 目的 を,通 知 や公 示の方法 に よって

本 人が知 り得 るよ うにす る。② 収集 した情 報の 目

的外利用 や外 部提供 を規制 す る。③ 本人 に よる自

己情報 の開示 ・証[1三・利用liilllの 請 求 を認 め る等

の ルール をつ くる動 きが生 じてい る。

このよ うな動 きは欧米 では既 に1970年 代 か ら、`ノ1

法 化 の形 で現 われ,70年 代 に スウユーデ ン,ア メ

リカ,西 ドイツ,フ ランス,80年 代 に カナダ,イ

ギ リスで ぐノ:激化 されてい る(但 しアメ リカ,カ ナ

ダは公的 部門のみ)。 またOECDは1980年 に 日本

を含 む加 盟国 に対 しガ イ ドラ インを示 して ルー ル

の制定 を勧 告 してい る。

日本 では,公 的部門 に関 しては地 方公共団体 の

9割 弱 が個 人情報 について何 らかの保護措置 を講

じ,そ の約1割 は条例 を制定 してい る。 また昨年

末政 府は公的部 門で保有 され る個 人情報 の保 護措

置を 、「万法化 の方向で検 討す る旨閣議決定 を した。

一 方民間部門 では
,個 人信用情 報の保護 に関 し61

年3月 に行政通達が出され,ま た金融機関等の保

有する個人情報について62年3月 に業界関係者等

による自}1的 な取扱指針が定められたが,そ れ以

外の民間部門については未だルール化はされてい

ない。

2.意 識調査の概要

2.1調 査 の狙 い

この調査が企業の実態に関す る調査ではなく,

意識調査として行われた理由は,実 態調査としては,

既に60年11～12月 に(社)商 事法務研究会が経済企

画庁の委託を受け,ヒ 場企業等を対象として事業

活動における個人情報の集積 ・利用の実態につい

て調査 を行い,そ の結果 も公表 されているか らで

ある。今回の調査は,ヒ 記の調査による実態認識

を前提 としたうえで,ル ール化の要否に関する判

断,及 びその背景 を為す問題意識の内容,程 度等

について,場 合によっては利害の相反する可能性

を持つ企業 と消費者の考 え方が どのように相異す

るかを浮 き彫 りにすることを狙いとした。

2.2調 査 の概要

調査対象:消 費者(通 産省消費生活モニター)

715名,企 業(個 人情報関連企業)756社

調査方法:調 査票及び回答の郵送による

回収率:消 費者91.0%,企 業34.7%一 、



山 消費 者

ダイ レク ト ・マーケテ ィン グの 普及状況 と消費

者の反応 をみ ると,ダ イレク ト・メー ルについて

は約9割,電 話 セール スにつ いて は約8割 の人が

勧誘 を受 け,そ の 普及 は全地域 に及んで い る。 こ

れに応 じて買 う人 が メー ルで9%,電 話 セ ール ス

で1%あ る。迷惑 した経験 の ある人は,電 話 セ ー

ル スの場合 東京圏約8割,地 方約6割 と差 があ る

が,メ ールの場 合(東 京圏約5割,地 方約3割)

に比 べて は るか に多 く,迷 惑の理 由 として は 「忙

しい時 や くつ ろいでいた い時」 にセ ールス を受 け

るこ とが圧倒的 多数 を占 めてい る。

ダイ レク ト ・マーケテ ィングの基礎 とな ってい

る企業の個 人情 報集積 に対 しては8割 強 の人 が関

心 を持 ってい る。関心 の中味 とな る問題 意識 とし

ては,「本人 の知 らな い うちに個人情報 の集積,利

用 が行われ ること(本 人不知)」,「個 人情 報 が収 集

企業 の外部 に流れ第 こ者に悪用 され るお それ」 を

挙 げ る人 がそれぞれ回答 者の6割 弱 を占め,「他 目

的使 用」,「情 報の誤 り ・占い情報」(各4割 台)「電

話 セ ールス,訪 販増」(3割 台)が これにつづ いて

い る。

個 人情 報 の取扱 いに関 して何 らかの ルールを必

要 と考 え る人 は,全 体 の61%で,27%は 現 状 では

必要 な い としてい る。

{2)企 業

回答者262社 の うち,販 売促進 の 目的 で個 人情

報 を必 要 とす る企業 は217社 あ る。 その業種構成

は小 売92,金 融 ・証券 ・保険31の ほか,製 造24,

卸22,サ ー ビス20,運 輸 ・倉庫11等 で,従 来消費

者 と直結 して いなか った業種 も相 当数 含まれて い

る。

個 人情 報の収集源 につ いて回答 した176ネiの 殆

どは ハ ウス ・リス ト(自 社 の販売活動 か ら得 た顧

客 リス ド の所 有者で ある。ハ ウ ス ・リス ト以外

の顧客 リス ト,即 ちアウ トサ イ ド ・リス トは,ハ

ウス ・リス トをll体 とす る企業が新規顧客 開拓等

を日的 として補助 的に用 いてい るよ うで公開資料,

名 簿業 者の利用,他 ネ1で収集 した個人情報 の利用

等 が}1要 な もの であ る。 この うち他社利 用の殆 ど

は同一系 列,取 引 先等 の他 企業 との提携 に基づ く

もので あ る。

個 人情報 の集積 ・利 用に関 し,個 人 プ ライバ シ

ーの問題 を重視 し
,な い しは意識 して い る企業 は

回答 者の9割 強 を占めてい る。 問題 意識 の内容 と

しては,情 報 の 「外部流 出」,「本 人不知」,「他人

に知 られ た くない情報 の収集」 を挙 げ る者 が それ

ぞれ5割 前後 をlliめ て い る。

個 人情報 の取扱 いに関す るルー ルの 要否につ い

ては,今 後個 人情報 の収集 ・利 用 を円滑 に行 うた

め,こ れ と両"1す るル ールを必 要 と考 え る企業が

回答 書の48%,個 人情 報の保護 を 十'分に考 慮 した

ルー ルが必 要で,そ の ため個 人情 報の収集 ・利用

が或 る程度妨 げ られ て も止 むをえない とす る企業

が30%,両 者 を併 せ るとル ール化 を積極的 に支持

す る企 業が回答 者の78%を 占 めてい る。

これに対 してル ール化 をな るべ く避 けたい(個

人情報 の収集 ・利 用 を妨 げない ルールで あれ ば受

入 れ も止 むを えない)と す る企業 が14%,ル ー ル

化 を極 力避 けたい とす る企 業が3%で ↓両 者を併

せ る とル ール化 に消極的 な企業は17%と な る。

なお ルール化の時期 につ いては,慎 重派 が57%,

早 急 派が34%で,ル ー ルの形態 として は,行 政指

導36%,企 業 自1三27%〔 必 要に応 じ業界団体 が協一



ノJノ,法 律制定26%と な ってい る。

以llの よ うに ルール化につ いては,積 極 と消極

に意 見が分 かれるが,い ずれ も共通 して個 人情 報の

集 積 ・利川 につ いて個 人 プラ イバ シー との関 連 で

相Nt'1強い問題 意識 を持 って いる。その よ うに共 に

問題 意識 を持 ちな が ら,ル ール化に関 し意 見の相

異 を生 じる原 因 と しては,企 業 の市祝す る問題 意

識 の内容 の違 いが関係 して い るよ うであ る。例 え

ば ルール化 を支持 し,ル …ル内容 につ いては,個

人 プラ イバ シーの保護 を優先す べ し とす る企業の

場 合は,「 本 人不知」と1同人情報 の 「外部流 出」 を

共に 可視す る、,これ に反 しルール化 を極 力避 けた

い とす る企 業の場合 は,「本人 不知」 も情報 の 「外

部流出」 も殆 ど全 く問題 とせず,「他人 に知 られ た

くない情報 の収 集」 や 「電話 セー ルス ・訪販増」

を重視 してい る。

2.3調 査結果の意味

以 ヒのように個人情報保護のためのルール作成

を,消 費者の約6割 と企業の約8割 が積極的に支

持 しているが,ル ール設定は個人情報のユーザで

ある企業に何 らかの負担を もたらさざるをえない。

それに もかかわらず企業の約8割 がルール化 を積

極的に支持 している理由は次の点に在ると思われ

る。

第一に,何 らかのルールを作 らなければ今後個

人情報利用の円滑な伸長を期待 し難いという意識

が企業側に頗 る強 くなっていることである。第二

に,回 答者の殆どはハウス ・リス トを主体 とする

企業であり,こ れらにとってルール設定は,個 人

情報の保護だけでな く,企 業財産 としてのハウス

・リス トの保護 をも意味するか らである。

一一方ルール化に対 して消極的な態度をとる企業

も少数ではあるが存在する。そしてルール化に対

する態度に相異を生ずる原因 としては,個 人情報

の流通に対する企業の評価が関連 しているよ うに

思われる。それはルールの設定が内容如何によっ

ては,デ ータ ・ビジネス等による個人情報の流通

に対 して抑制的な影響を伴 う余地 もあると考 えら

れているか らであろう。

以 ヒを総合 して考 えると,個 人情報保護を目的

とするルールの設定は,他 の側面において企業相

互,或 いは企業 と消費者 との間の経済的社会的な

利害関係 と密接に関連 しているよ うに思われる。

即 ち個人情報を基礎 とするダイレク ト・マーケテ

ィングは,ハ ウス ・リス トを主体 として既成市場

で商圏の維持拡大を図ろ うとす る企業或いは企業

集団と,流 通市場か ら得 た個人情報 をベースとし

て,外 部か らこれらの市場に参入しようとする企

業 との利害対"11を生ずると共に,ま たこれらの企

業 と地域商業 との利害対立を生 じ,そ れ らのすべ

てが消費者の利害にも係わ りを持つと考 えられる。

以 ヒのようにルール化に関 しては,そ れぞれの

利害関係が反映 し意見の対立を生ずる余地がある

と考えられる。 しか し今回の調査で特に注目され

るのは,電 算 システムによる個人情報の集積及び

拡大 という事業 を前にして,消 費者 も企業 も,そ

して企業についてはルール化を支持する企業だけ

でな く,ル ール化に消極的な企業 も個人情報保護

に関 して強い問題意識 を持っていることである。

そのことは個人情報の保護が解決を迫 られた課題

であることを示唆 していると考 えられる。一



セキュ リテ ィ産業の

成立と今後の展望

11111111111111111111111111111111111111111111111111111111111illlllllllllllllllllllllllllllllllll

調査研究の背景

昭和61年 度 に 「セ キ ュ リテ ィ産業研究 委員会」

を設置 し,セ キ ュ リテ ィ産業 の概念確 、γをめ ざし

て調査 研究活動 を行 い,そ の報告 書 「セ キ ュリテ

ィ産業 の成 立 と今後 の展望」 を とりま とめた。

セキ ュ リテ ィ産 業 につ いては,昭 和58年12月,

産 業構 造審議会情 報産業 部会の 申問答 申 において

「セキ ュ リテ ィ産 業 の振 興」 が提 言 されて い る。

その後,具 体的 な動 きはなか ったが,昨 今 の情報

システ ムをめ ぐる環 境 の変 化に よ り,セ キ ュリテ

ィ産業 の概 念確 立が急務 とな って きた。た とえば,

社 会的 に必 要性 が認め られ るセキ ュリテ ィ対策 に

つい ては,積 極的 に振 興 して優 良かつ安価 な セキ

ュ リテ ィ対策 用製 品が供給 されれば望 ま しい。 し

か し,振 興す るためには,対 象 とな るセキ ュ リテ

ィ産業 が成 立 していな けれ ばな らな い。・ま た,セ

キ ュ リテ ィ産業 が成 立し,そ の細分類等 が整理 さ

れ ていれば,ユ ーザが セキ ュ リテ ィ対策 を検討 す

る場合 に も,選 択 の幅 が広 が る もの と思われ る。

この よ うな観点 か ら,セ キ ュ リテ ィ産 業の研究 に

取 り組 ん だ もので あ る。一



2.セ キュリティ産業の概念 4.セ キュリティ産業の成長率

セキ ュ リテ ィ産 業は,大 別 す る と,機 器 および

装 置(ソ フ トウェアを含む)と サー ビスとに区分

す るこ とがで きる。 これを ブ レー クダウン し,14

分 野38分 類 に整理 した。(表 一2)

3.セ キュリティ分野の売上高

今 後5年 間に おけ るセ キュ リテ ィ産業 の年 平均

成 長率 は,24.4%と い う高 い予測 にな ってい る。

これ は,セ キ ュ リテ ィ分野 に進出 してい る企業 に

とって,セ キ ュ リテ ィ産業 は これか ら急成 長が期

待で きる産業 と して受 け とめ られ てい るといえ る。

5.今 後の成長が著 しいセキュリティ

分野

ア ンケ ー ト調 査の結果 によれば,昭 和55年 度 と

60年 度 の双 方 と もセ キ ュリテ ィ分野 の売 ヒ高 が把

握 されて い る企業(46社)で は,売 ヒ高が表 一1の

よ うに なってい る。

この46社 につ いては,検 討 した結果,セ キ ュ リ

テ ィ分野 へ進 出 して いる企業 の20%程 度 と推 測 さ

れ るとの結 論 を得 た。昭和60年 度の売 ヒ高合計 が

8,221億 円 で あ るか ら,仮 に20%程 度 だ とすれば,

わ が国の セキ ュ リテ ィ産 業の規模 は,す でに4兆

円 を越 えて い るこ とにな る。

今後5年 間 につ いて考 えた場合,成 長が著 しい

とみ られ てい る上位5分 野 は次の とお りで ある。

1位 通信 分野

2位 ア クセ ス ・コン トロール分i野

3位 監 視分野

4位 セ キ ュ リテ ィ用 ソフ トウェア分野

5位 コンサルテ ィング分 野

表 一1セ キュ リテ ィ分野 の 売上高

昭 和55年 度 昭 和60年 度

46社売 上高合計 5,828億2,000万 円 8,221億1,200万 円

1社 平 均 126億7,000万 円 178億7,200万 円

金売 ヒ高に占める比率 24.1% 25.4%一
一



表 一2セ キ ュ リテ ィ産 業の分類

分 類 大分類' 機 器 ・装置 ・機能 小 分 類L

機

器

・

装

置

(

含

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア
)

1.ア クセ ス ・コ ン トロ ー ル

「接 近 及 び 操 作 の 制 御'

識 別 、カ ー ド,カ ー ド リ ー ダ,判 別 機 器L本 人 確 認 用 機 器 ＼ 等)

昌判冑」.ロ ッ ク,ン ヤ ッ タ ー'

監視/在 室検知等)

2.防 災 ・防 犯

火 災(セ ン サ ー,受 信,報 知)

地 震(〃 、

漏水(〃)

侵入1〃)

消火

避難器具

非常照明

3.非 常 用電源設備

発電機

バ ッ テ リ

CVCF「ConstantVoltageC(mstantFrequency)

AVR(AutoVoltageRegulator)

4.監 視

サ ー ベ ラ ン ス カ メ ラ(防 犯 用 写 真 カ メ ラ)

ビ デ オ 〔防 犯 用TVカ メ ラ,ビ デ オ)

遠隔監視制御装置(建 物外での制御)

ローカル監視制御装置 ⑪li]・建 物内での制御)

5.保 管 設備

(デ ータ保管用)

保管庫

金庫

6.暗 号
暗号装置

暗 号 ソ フ ト ウ ェ ア

7.セ キ ュ リテ ィ用 ソ フ トウ ェア セ キ ュ リ テ ィ ・ ソ フ ト

8.通 信[口1路

回線不IE接続防止装置

回 線 ア ナ ラ イザ ー

ネ ッ トワ ー ク〕含1弔装 置

非常用移動通信装置(衛 星通信地1二同 等)

サ

ー

ビ

ス

9.バ ッ ク ア ッ プ サ ー ビ ス

セ ン タ ー バ ッ ク ア ッ プ

情報保管

10.教 育 教育 ・訓練

11.コ ン サ ル テ ィ ン グ

セ キ ュ リテ ィ

システム監査

12、 警 備

機械警備

常駐警備

輸送警備

13.保 険
損害保険

賠償責任保険

14.防 災 ・防犯

工事施工及 びメンテナンス
防 災 ・防 犯1:事 施1:及 び メ ン テ ナ ン ス一



シスァム監査支援

ツールの調査研究

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

システム監査の重要性 に鑑み,従 来から,当 協

会では,導 入促進への提言,導 入実態調査等の啓

蒙普及に務 めて きた。通商産業省は,シ ステム監

査基準 を昭和60年 に発表するとともに,昨 年か ら

情報処理技術者資格試験にシステム監査技術を新

たに追加,実 施 し,第1回 試験結果では425名 が

合格 した。 このよ うな政府 の動 きに応 じ,コ ン ビ。

ユ一 夕ユ ーザ の システム監査 に対す る認識 が高 ま

ってい るが,導 入の現状 とな る と米 国に比べ て大

幅 な遅 れ を生 じて いるのが実情 であ る。

本 プロジ ェク トでは,昭 和61年 度 か ら2年 計 画

で,セ キ ュ リテ ィとの関連か ら,と くに,信 頼 性

と安全性 の監 査 に焦点 をあて,そ の ための システ

ム監査支援 ツールについ て,「システム監査 支援 ツ

ール研究委 員会(委 員長:石 崎純夫産業 能率短期

大学 教授)」 を中心 に検討 を進 めてい る。以下 に昭

和61年 度 に実施 した,日 本 と米 国にお け る調査 概

要 を紹介 す る。(詳 しくは,「 システ ム監査支援 ツー

ル調査研 究報告書」 を参照 。)一
一



目的と背景
システム監査支援ツール ・技

法の比較

近年 高度情報 化の急速 な進 展につれ て,情 報化

の陰 の部分 とも言える問題 が顕在化 して きて いる。

その代表 的 な ものの1つ がセキ ュリテ ィ問題 であ

り,そ れ に対処 す る もの として システ ム監査 の重

要性 が強調 されて いる。

「システム監 査 とは
,監 査対象 か ら独 立した客観

的 な 立場 で,コ ン ピュータを中心 とす る情報処理

システ ムを総 合的 に点検 ・評価 し,関 係者 に助 言

・勧 告す ることをいい,そ の有 効利用の促進 と弊

害 の除去 とを同時 に追求 し,シ ステムの健全 化 を

はか る もので ある。」

と定 義 されてい るよ うに,シ ステ ムの信頼性,安

全性,効 率性の監査 がその3つ の柱 とな って いる。

最近 の情 報処 理 システ ムの高度化 ・複雑化 に と

もない,シ ステ ム全体 に おけ るソフ トウ ェアの ウ

エ イ トが増大 し,そ の結 果,シ ステムの ブ ラック

ボ ックス性 が さ らに増 大 してい る。

従来 の シス テム監査 は,と もすれ ば,こ の よ う

な実態 か ら くる監査 実施上 の困難 さを避 け,概 し

て表層 的な範囲 の監査 しか実現 し得 なか った。 そ

の よ うな欠点 を改善 し,シ ステム監査 の本来の 目

的達成 の ため には,可 能 な限 り,シ ス テム内部 が

透明 であ るこ とが望 ま し く,ソ フ トウ ェアの不可

視性 を少 しで も多 く排 除 し得 る,よ り強力 な支援

ツー ルの存在 が必要不 可欠 とな って い る。

1977年 にIIAとIBMお よ びSRIが 協 力 して,米

国,カ ナ ダ,欧 州,日 本 の先 進企業 の システ ム監

査実態 を調査 して取 りま とめ たSACレ ポ ー トに

紹介 されてい る システム監 査 支援 ツー ル ・技法 の

内,代 表 的な ものにつ いて,監 査対 象,使 用段 階,

監 査 目的,機 能 お よび形態 の視点 か ら検討 し,次

表 の よ うに分類 ・整理 した。(次 真 表)

システム監査支援ツールの現

状鯛査

(1)日 本

金融機関 を始 め,我 国 での シス テム監 査の先進

企業 と思 われ る31社 を選 び,ア ンケ ー トを行 った。

本 ア ンケ ー トでは31社 中22社(回 答 率71%)か

ら回答 を得 た。特 に ツールに関 して は,1社 で複

数 のツ ール を使 用 して いるケ ース もあ るため,合

計30票 の 回答 が得 られ た。

♪一一一一ー一
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表 現在の代表的なシステム監査支援ツール ・技法の比較

比 較 の 視 点

技 法 ・ツ ーール

`1監 査対象 「2`使用段階 131監 査 日的 14機 能 [51区 分
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ツ

|

ル
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考

え

万
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用
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込

型

分

離

型

/1テ ス トデ ー タ法 c) ○ ○ △ O △ ○ △ △ ○

・2;{徽 例システム ○ ○ O ∧ ○ △ ○ △ ∧ ○

軒 ∫オ ペ レ ーーシ ・〔3
、ン 法 ○ ○ ○ ∠1, ○ △ ○ △ ○ ○

/4総 合 テ ス ト法 O 仏. ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○

平 行 シ ミ コ レ ーーシ「5

ヨ ン 法
o ∧ ○ △ ○ △ ○ △ ○ ○

トラ ンザ ク シ ョン「6
「選 択 法 (り △ ○ ○ ○ △ ○ ○

⑦織 監査データ ○ △ ○ ○ ○ ○

⑧拡 張 レコー ド法 ○ △ ○ ○ ○ ○

鵬 莞 査ソフトウ ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○

硝 難 査ソフトウ ○ △
△ ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○

⑪磐0騨 査プロ ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○

⑫ 羨 ナ ップ シ ョッ ト △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑬ トレ ー ス法 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑭ マ ッビンゲ法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑯統制流れ図法 ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ ○

⇔;蒜 会計データ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○

⑰ 災害 テス ト法 △ ○ △ ○ ○ ○ ○

⇔導人後監査法 ○ △ ○ ○ ○ ○

⑲縞 曙 囎 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○

⑳㌘ 》懸 ライ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○

嚇 当 量'統 ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

⑳ コー ド比較法 ○ △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○

注)○:対 応す る,△:対 応す るこ ともあ る一



ざ ツール利用に関する結果

a.使 用 してい る支援 ツー ルまたは技法 の うち,

最 も多い のは,汎 用監 査 ソフ トウ ェア(11件)

で あ り,次 いでテ ス トデー タ法(6件),'総 合 テ

ス ト法 「4件),コ ー ド比較法(3f牛),・ γ行 シ ミ

ュレー シ ョン法(2件)な どがあ る。

b.汎 用 監査 ソフ トウ ェア とコー ド比較 は市販 プ

ロダ ク トを用 いてい るが,他 は 自作 が多い。

c.EASYTRIEVE,FOCUS等 の 第4iiVll],Fi語

を用 い,シ ステ ム監査 支援 ツー ルの代用 として

い る企業 が4社 あ る。

d.被 監 査 システ ムが オンライ ン系 も口∫能 な もの

が27作 中15件 あ り,バ ッチ系12件 よ り多 い。

e.監 査対 象 としては,汎 用監 査 ソフ トウェア系

の ものは殆ん どデー タ ・フ ァイル対象 であ り,

テ ス トデ ータ法系統 の もの は,殆 ん どアブ.リケ

ー シ ョン ・プログ ラム対象 であ る
。

f.使 用段 階は運用段 階(27件)が 圧倒的 であ り,

他 は開発段 階(11件),企 画 段階(11件)と な っ

てい る。

g.監 査 目的 は,信 頼性(27f牛),準 拠 性(24件),

安 全 性(22件),効 率 性(11件),有 効性(101牛),

採 算 性(9件)と 分散 して お り,殆 ん どの 支援

ツー ルが,複 数の 目的 に併用 されてい る。

h.使 用効果 に対 しては,殆 ん どめ支援 ツールが

大 な り小 な り,監 査作業 の効率,監 査結果 の精

度,監 査範囲 の拡 大,監 査期間 の短縮 な どいず

れ に も貢献 してい る。

② ツール を使用 して いな い企業の意 見

a.ツ ール を使用 して いない理由 を回答 した企業

が11社 あ るが,そ の殆 ん どは,シ ステ ム監査 の

体制 がま だ支援 ツールを使 用す るよ うな段階 に

至 っていな い として い る。現在 の 支援 ツールが

使 い に くい とい う意 見は11牛 だけで あった。

b.使 用 して見 たい ツー ルとしては,テ ス トデー

タ法(4{牛),汎 用 監 査 ソフ トウ ェア(41牛)を

筆頭 に,20数{牛 の提示例 の殆ん どに分散 してい

る。

c.監 査対象 や監査段階 のf定 は,支 援 ツールを

既 に使 用 してい る企業 の回答 と殆 ん ど差 がない。

③ システ ムの信頼性,安 全性 監査 のための ツール

に対す る意 見や要 望

現在 の 支援 ツール,あ るいは開発用 の支援 ツー

ルの流用,ユ ーテ ィ リテ ィの流 用な どを含 め,使

い方 によ っては,現 状 で もか な り有効 な もの が存

在す るとい う意 見 もあ るが,

・新 しい情 報処理 システムへ の対応

・機 種,OSの 違 い を越 えた 支援 ツール

・よ り使 い易 い支援 ツール

な どに対 す る要望 は強 い。

(2)米 国における現状……EDP監 査人財団(米国)

の協力を得て行 った

① 環境 変化へ の対応

現在,情 報 シス テム自体 が4GL(FourthGen.

erationLanguage),エ キ スパ ー ト・システ ムの採

用,よ りユ ーザ ・フレン ドリーな アプ リケ ー シ ョ

ンへ と大 き く変化 す ると きにあ る。 システム監 査

支援技法 も当然 この よ うな影響 を強 く受 けてい る。

② シ ステ ムの 高度 化,複 雑化 への対応

コン ピュータを用 い る情報 シス テムが論 理的 に

も技術的 に も,増 々複 雑に な るに したが って,新一



しいEI)P監 査 の ツールが必要 とな る。

システ ム監 査人 に とってユ ーザ ・フ レン ドリー

な監査 ソ フ トウ ェアの尊人 と開 発 を優先課題 とし

てい る。

③ システ ム監 査の生 産性の 向 ヒ

急速 に変 化す る情 報 シ ステ ムを適時 に評価 し,

適 格 な意 見を出 すために,シ ステム監 査 支援技法

をよ り自動化 してい くこ とは 重要 な課題 と考 えて

い る。 この ために,通 常 の監 査業務 をで きるだけ

自動 化 し,監 査業務間の インタフ ェー スを確 立し,

出 力情 報 も異常 な トランザ ク ション,全 体的 な趨

勢 を示す ものに限定 しよ うとす る傾向 にあ る。 こ

の ことによ り,監 査 人を判断業務 に特 化 させ,監

査の生産性 を向 ヒさせ ることがで きる。 このため

に エキスパ ー ト・システ ム,DSS(DecisionSup・

portSystem)の 利 用 な どが考 慮 されて いる。

また,監 査 ソ フ トウェア とは別 にテス トデ ータ

法 について は,開 発担 当者 の作成 したテ ス トデー

タを独 、'11的に レビューす ることによ って監査人 の

作成 したテ ス トデータ と同様 に考 える方法 が示 さ

れて い る。 これ は,セ キ ュ リテ ィの コン トロール

な どに も利 用 し うる考 え方 であ り,本 来 の監 査機

能の独 立性か らみて も,自 ら何 らかの ダ ミーデー

タな どを作成す ることには親 しまな い と思わ れ る

の で,生 産性 の向 ヒだけではな く,独 立性 の維 持

の観点 か らみて も望 ま しい方向 であ るとい える。

④ 新 たな監 査技法 の出現

イ,論 理的 アクセス管理(セ キ ュ リテ ィ)を 重視

した ソ フ トウェアの出現

オン ラインの システ ム ・ログやパ ラメータな

どを直接 的に レ ビューす るソ フ トウ ェァ

ロ.セ キ ュリテ ィ ・ソ フ トウ ェアの ユテ ィ リテ ィ

の利用

オンラ イン ・システ ムの発達 に と もなって オ

ープ ン ・システムの論 理的 ア クセ スを管理 す る

ための セキ ュ リテ ィ ・ソフ トウェア(RACF,

ACF2,TopSecretな ど)が 多 くの企業 に尊人

されて いる ことによ りこれ らの機 能 を監 査に も

活用 しよ うとす る もの

ハ .パ ー ソナル ・コン ピュー タを利用 した監 査 ソ

フ トウ ェアの出現

メイン ・フレームよ り監査 目的 の ために選択

され たデー タをダウ ンロー ドさせ,こ れ に対 し

てそれ ぞれの特殊 目的に あった ソフ トウ ェアを

きめ細 く対応 させ るため に開 発 してい る。

また,パ ーソナル ・コ ンピュータの機 能 を用

いて 内部 統制質 問書 や リスク分析 を効 率的に行

うこ と も考慮 されて い る。

⑤ 実証性 テス トを重視 した監査 アブ ・一チの増

加

企業 規模,取 引 量の拡大,コ ン ピュータ ・シス

テ ムの出現 な どによ り,内 部統制 の準拠 性 に重 点

を置 いた監査 アプ ロー チが数多 く採 用 され て きた。

しか しなが ら,こ こに きてシステ ム ・ソ フ トウ ェ

アの活動 を もその記 録 され てい るログを監査 ソフ

トウェアを用 いて実証的 に監査 し うる ことか ら,

実 証性監査 に重点 を移 して くる傾向 がみ られ る。

調査対象 とな って いる1社 では,コ ン トロールの

準拠性 テス トは実施 していな い と言 い切 ってい る。

これ に代 えて,シ ステ ム ・ソフ トウェアの活動 を

分析 す る監査 ソフ トウェアを大幅 に導入 してい る。

⑥ 今後 の我 国の シス テム監査 への指針

我 国の システム監査 を効果的,効 率的 に実施す

るためには,多 くの トラ ンザ クシ ョン,シ ステ ム一



・ソ フ トウェアな どの活動 を実証的 に分析 し
,異

常な活動 礁 点 を 当て ぱ 呈常点 監査 砿 の開発 が

望 ま しい もの と思 われ る。

しか し,こ れ らの ソフ トウ ェアの開発の 前提 と

して 当然な が ら内部統制,業 務 の側 面 よ りみ て何

が異常 で あるか目的仕様 を明確 にす る ことが 市要

であ る。 こ ういった意 味か ら内部統制
,お よび業

務 に対す るよ り深 い理解 が必 要 とな る。 これ は,

開 発時 に おけ る詳 細 テス トデ ータをテ ス トデー タ

として監査用 に も用い るために,よ り深 い業務 の

理 解が必要 で ある と紹 介 され てい るところ と合せ

て興味 のあ るところであ る。

この こ とか ら,シ ステ ム監査 支援技法 の活用 の

ためには,単 にユ ーザ ・フレン ドリーな監査用 ソ

フ トウ ェアの開発 だけ でな く,業 務(ア プ リケ ー

シ ョン,シ ステム開 発 ,運 用 を含め た)の 理解,

内部統 制,効 率性 ・信 頼性 ・安全性 の ガイ ドとな

る ビジネス ・モデ ルの開 発が必 要であ るとい え る。

5.シ ステム監査支援ツールの課

題

内外におけるシステム監査支援 ツールの現状調

査や実験評価の結果 をもとに,現 在の支援 ツール

の課題 をまとめた。

現在の支援 ツールの課題 として,主 な指適は,

以下のよ うな ものである。

① 近年,情 報処理技術はめざましく進展し,情

報処理 システムの高度化,多 様化などの変化は急

速 であ る。 しか しなが らシステム監 査技術 の進 歩

は遅 く,シ ステ ムの変 化に全 く追従 していな い
。

② システム監 査の担'[倍 は,情 報処理 技術の 専

門家 ではない[1∫能性 が高 く,特 に ブラ ・ソクボ ック

ス性 の強 い情 報処理 システムの監 査の ための強力

で 且つ使 い易い 支援 ツー ルに対す る期待が 大 きい
。

③ システム監 査に用 い るハ ー ドウ ェア.リ ソ_

スの 自由度 を ヒげ るため に ,パ ーソナル ・コン ピ

ュー タを含 む小 型機 に よる 支援 ツー ルの開 発が望

まれ る。

④ 機種 やOSの 差 異に対処 し うる移植性 の高 い

支援 ツールや監査 ソ フ トウ ェアが望 まれ る。

⑤ 汎用監 査 ソフ トウ ェアに加 えて,業 種 別の監

査 ソ フ トウ ェアの出現 も期待 され る。

⑥ リスク分析 のた めの技法 の確 、㌦や,支 援 シス

テ ムの出現 が望 まれ る。

⑦ 監査人 に とって使用 し易 い,シ ステ ムの効率

評価 のた めの 支援 ツールが必 要 であ る。

⑧ 情報 フ・一分析 や,デ ー タベ ース ・セ キ ュ リ

テ ィ評価 のための安全 性監査 支援 ツールを充実す

べ きであ る。

⑨ オーデ ィッ ト ・オー トメーシ 。ンのための麗〔

査業 務の効 率化,半 自動化 の支援 が必 要であ る。

⑩AI技 術 を含 む,知 的な監 査 支援機 能 の出現

が望 まれ る。

⑪ 監査 支援 システ ムや ツールの経済的 負担 が 大

きい。

以ilの 諸課題 をふ ま え,昭 和62年 度 においては ,

支 援 ツ ールに求 め られ る機 能につ いて調査研 究 を

進 めてい る。
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流通データサービス実験一
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1.実 験 の背景 と目的

消費財流通 に おけ る情 報化の分野 ては,今H「P

OSシ ステ ム」の 普及が 目覚 しい。 大型店 に限 ら

ず薬局 や肉屋 とい った中小小 売店に もPoSが 導

入 されて きてい る。

このPOSは 導 入す る小売業 は もちろんの こ と,

メーカ…や卸売 業等 の関連 企業に も大 きな関心 事

とな ってい る。

何故 であろ うか。 これは,す なわ ち消費動 向 を

的確 に把握 で きるツ 一一ルで あ るか らであ る。企業

のマーケ テ ィング活 動 の基 本は消費動 向 を捉 えた

戦 略展開 であ る。小売店頭 は消費 者 との 接点 であ

るに もかかわ らず,従 来 まではなか なか 正確,詳

細 なデ ータ収集 は難 しい とされて きた。POSは

これ をかな えて くれ る もので ある。

そ して,今 日POSは 技 術 進歩が進 み,中 小 の

小売業 で も導 人 口∫能 な時 代 となった。 その結果,

規模 の 大小,業 種,業 態 を問 わずPOS化 に 取 り

組 み始 めたの であ る。

しか しなが ら,PoS化 は 急進 してい る ものの

デー タの活用,デ ータの フ ィー ドバ ック とな ると

まだ緒 につ いた ところ とい えよ う。

通産省 では このPOSシ ステ ムに関 し,早 くか

ら施策 を講 じて きた。昭和49年 か らPOS研 究 が

始 ま り,POS普 及 の大前提 とされて きたバ ーコ

ー ド(JANシ ン ボル)やOCR値 礼 等 のJIS

化 も53～56年 に 行 った。POSデ ー タの活 用研究

は54年 か ら机 ヒでは あ るが スター トして い る。

POSデ ー タの流通 は流通近 代化,シ ステ ム化

にも大 きく資するもの,と の見解から58年産業構

造審議会流通部会で流通データサービス分不稔 が

設置 された。「生産者か ら小売業に至る流通各段階

において需要動向を始めとする流通情報の円滑な

人手 ・活用を日∫能 とす る流通データサービスのあ

り方を研究し,多 様化しつつある消費者ニーズへ

の機動的対応 と情報の偏在化の回避を図る」こと

を日的として研究が開始 された。 この研究を具現

化し,実 証的研究 としたのが本実験 である。

2.実 験 の概要

実験 の基本 方針 は流 通 デー タサ ー ビスの仕 組み

づ くりで あるが,こ の 中心 とな る流通 デ ータサー

ビスセ ンター(RDS)は 公 的機関 で一元的 にデ

ー タの収集,フ ォーマ ッ ト変換等 を行 い,公 募 に

よって参加 したPOSデ ー タ提供小売業(PIp)

や 二 次 デー タサ ー ビス会社(DBS)に はRDS

を介 して情 報提供 を行 うとい うもの であ る。

実験 は昭和60年10月,当 初6ヵ 月 間で開始 され

た。先 のRDSセ ン ターには通産省 よ り委託 を受

けた(財)流 通 システム開発 セ ンターが当た り,ま

た,マ シ ン使 用,ソ フ ト開 発等 に関 しては(財)日

本 情報処理 開発協会 が担 当 した。

実験 は その後,「何 故売れ たのか」 売上 の要 因分

析 を行 うことを追 加 した第2次(61年4月 ～12月),

そ して,現 段 階は マ クロデ ータを充実 した第3次

(62年1月 ～63年12月)へ と継続 され て きてい る。

実験 内容 は大枠 では大 きな変更 は していない も

のの,第1次 ではPOS情 報 の最 終利 用者(PI

U)を 公 募 し,直 接RDSセ ン ターか らレポー ト一/



提供 したが,2次 以降はDB

Sが サ ポー トす るよ うに な っ

た。 また,2次 か ら3次 では

POSデ ー タ提供店 を100か

ら200店 へ 倍増 した。

図 第3次 流通データサー ビス実験の仕組み
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3.実 験の評価 と課題ttt・F'

流 通 デー タサ ー ビス実験 は

60年10月 ス ター トしてよ り も

は や1年10ヵ 月 が経過 した。

また,今 の スケジ ュールでは

来年12月 までは継続 され るこ

とにな ってい る。

実験 を ここまで実施 して き

ての評価 としては,デ ータの

信 頼性,代 表性,詳 細 性等 に

関 して まだまだ改善 を必 要 と

す る点 はあ るが,流 通 デー タ

サ ー ビスとい う社 会 システ ム

の確 立が図 れ たこ と,ま た ,

POSデ ー タ活 用の糸 口が発

見 されつつ あ ることは…応 の

評価 に値 しよ う。

今後の課 題としては,収 集 ・

提供 され るPOSデ ー タをよ

り実態 に近 づけ る研究(精 度

向上),よ りリアル タイムに近

づ ける研 究(迅 速 性),POS

デ ー タの前提 とな る商 品 コー

ド情 報の整備(JANア イ テ

ムコー ドフ ァイルの充実)
,そ

してPOS機 器 の収集 内容 ・

フォーマ ッ トの標準化(イ ン

ター オペ ラ ビ リテ ィの確 保)

等 を挙 げ るこ とがで きる。
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表 流通データサービス実験の経緯

第1次 第2次 第3次

期 間 60/10～61/3「6ヵ 月) 61/4～61/12イ9カ ∫L 62/1～63/12'24ヵ 月1

参加

企
業

PIP 56社!89店 舗} 56社 「100店舗) r定100社 「200店鮪.

DBS 21社 12社 13社

PIU 49社 公募せず 公募せず

POS台 数 約550台 約600台 約1000台

D

B

S

へ

の

提

供

POSデ ー タの

サマ リー単位
日別サ マ リーのみ

日別サ マ リー

週 別サ マ リ.一

日別 サ マ リー

月 別 サ マ リー・

POSデ ータの

範 囲

特定95品 目に該 当

す るデー タの み

頭2桁"49"の コ ー

ド総 て 同左

提供 サ イクル 1{・1/月
B別 ・-1回/週

週 別 ・…ll[」1/週

日別……1回/週

月 別……1回/月
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海外の情報産業の動向

以 ドは,最 近 の海外 の雑誌 ・新聞等 の記 事を分析 し,分 野毎 に解 説 した もので ある。

情報産業の動向

最近 のIBMの 業 績 はあま り良好 とは バえな

いが,ヨ ー ロ ッパ におけ る過去5年 間の売 ヒ

お よび利益 は,順 調 に伸 びて お り1986年 に は

同社の利益 の40%を 占 め た。 この地域 の業績

の全体OC[iiめ る割合 が増 加 しつ つあ るこ と も

あ って,IBMは ヨー ロッパ独 自に以 ドの新 し

い戦略 を打 ち出すy定 であ る。①1990年 ま で

に ヨー ロ ッパ地域 の収 入を2倍 にす るた め通

信 事業 に力 をいれ る。② ヨー ・ ッパ各 子会 社

の独 け 乗算体制 を強 め る。③ 自社 設備 だけで

な くエ ン ドユーザのCIMを 強 力 に推進す る。

④ ヨー ・ッパの有力 企業 とジ 。イン トベ ンチ

ャーを確 、γす る。

IBMは,依 然 として ヨーロッパで もトップを

独走 してお り,1985年 の 同地域 での収入 は130

億 ドルで24%の シ ェアを占め,2位 の ジー メ

ンスは28億 ドルで5%に す ぎない。 しか し,

他 地域 と同様DECな どの追 いtlげ は厳 し く

IBMを 取 りま く状況 は変 わ りつつ あ る。

政策 ・制度

アメ リカの企業,大 学,政 府 の支出す る研

究 費の総額 は,1986年 は1,100億 ドル近 くで

あ るとNSF(NationalScienceFoundation)

は み てい る。 その内訳 は

政府:140億 ドル(基 礎研 究14%,応 用 技術

研究22%,開 発64%)

産 業 界870億 ドル(同4%,20%,76%)

人 学106億 ドル(同67%,27%,6%)

で あ る。

アメ リカの研究 開発費 は,1965年 は201億

ドル,1975年 は352億 ドル,1985年 は1,088億

ドル と飛躍 的に伸 びてい るが,ハ イテ ク分野

で 日本 に遅 れ を とってい るのは,軍 事関係 へ

の研究費 の支 出が大 きす ぎる(西 ドイツは全

体 の0.11%,日 本 は0.01%,ア メ リカはこの

40年 間49%を 下 回 った ことはない)か らだ と

してい る。企業 が軍事 関係 の研究 を請負 うの

は国際競争力 の確保 とい う点か らは必ず し も

得策 とは言 えない。

ソ フ トウエア

コ ンピュー タに よる作業 の合理化 ,効 率化

が叫 ばれて い る一 方 で,ソ フ トウェア開発 の

生産性 は上 が ってお らず,い まだに人海戦術

の段階 で今後 は質 の高 いソ フ トウェアの開発

に はCASE(Computer・AidedSoftwaveEn.

gineering)が 欠 かせな い との指摘 が ある。19

85年 の チ ャレンジ ャーの事 故は,ソ フ トウェ
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ア開 発に関す る標 準に も往 日 を集 めた。 ソフ

トウ ェアの質 に関 す る新 しい標 準 として,国

防省 ではMIL-STD・2167の 中 で厳 密にll張 し

てお り,Ili確 で あるだけでな く適 切 さに対す

る要求 も高い。 これ らの要求 に応 える意味 か

ら も,CASEツ ーールの開 発は盛 んであ る。 ア

メ リカの ソフ トウェア開 発の 市場 は,現 在 の

7億5000万 ドルか ら1989年 に は その2倍 以 ヒ

に達 す るが,中 で もソフ トウェア生産性 の向

ヒは設計 ツールの発達 の伸 び と見な され るた

め,設 計 ツー ルは現在 の3倍,3億 ドルに成

長す るだろ う。

ネ ッ トワーキ ング

欧州産業 界の リーダ ー達 は国 際間通信 の標

準 化の ための共同歩調 を試 行 してい る。非 音

声 通信 サー ビスの分野 が急 速 に成長 してい る

が,中 には年率40%の 成 長が期待 され る企業

もあ る。 また,現 在は ヨー ロ ッパの 国内総生

産 の2%が 通信分野 であ るが,今 世紀末 には

7%に 達 す る もの と期 待 され てい る。 しか し,

この ためには各国 のPTT問 で サー ビスの調

節 ・改善 が必要 であ る。国境 を越 えたテ レコ

ム システムの完成の ためには,適 切 な機 器の

標準 化,関 税 や関連規則 が確"tlさ れ ることが

重要 で ある。標 準化 の問題 として,ビ デ オテ

ックスにつ いては,各 国PTT間 で合意 に達

した標準 化 があ るが,実 際 ヒは まだ一部 分 に

しか過 ぎず,フ ランスの ビデ オテ ックスは西

ドイツ とイギ リス とオランダ間だ けで通信 可

能な状態 とな ってい る。

環 境整備

ア メリカ政 府が費 用削減の ため,所 有 す る

デ ータを民 間に提供 しデ ータベ ー ス化 して も

ら うとい う万策 はな かなか進 まない。その理

由は,政 府 デー タには 著作権 が ないため,デ

ー タベ ースの サー ビスを受 けて それ をその ま

ま他 に複製 ・販売 で きるか らで ある。その た

め デー タベ ース化す る費用 を回収で きな くな

り,そ の対 策 と してデ ータベー ス利用料 金が

高 くな って一般 か ら使 い に くくな る。 また,

機 密 事項や機密 事項 ではな いが取扱 いに注意

を必 要 とす る情 報につ いての提供 が制 限 され

るため,企 業 として も営業 ヒ困難 とな る。最

近 レーガ ン政府 は,NTISの 民 営化 を打 ち出

して い るが,こ れ に反対す る声 も強 く,民 営

化 によって収集す るデ ータが片 寄 る,貴 重な

資料 が失 われ る,外 国か らの デー タへ のア ク

セ スを制限 しよ うとす る… 方NTISを 民 営 化

す るのは矛盾 して い る等 の意見が あ る。

エ ン ドユーザ

トヨタの カンパ ン方式は有名 であ るが,ア

メ リカで も在 庫削減 と品質 向ilの ためにJIT

(JustinTime)の 方 式 を採用 して きて いる。

JITは ハ ー ドウェアで もソフ トウ ェアで もな

く,ま た システムで もな く,製 造 に関す る一一

つの コンセプ トであ る。必 要 な材料 を必 要な

時 に必 要 なだけ製造 ライ ンに供給 す るこ とに

よって在 庫管理 の コス トを削減 で きる。 この

コンセプ トを実現 す るための各種JITプ ロ グ

ラムが2万5,000ド ル か ら4万 ドルでXerox社

な どか ら販 売 され てい る。一
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NCC'87

「サ ーーービス産 業の 重要性 を認,i織し・,そ の ド要

分野 での情 報管理 を把 握 した 上で先進 ド要国

への マーーケ ノト・アプローーチが達成 で きれば,

そ0)国 は 世界経済 の リーダー シ ップを とるこ

とが で きよ う。 こうした可能性 を秘 めた国 に

とって,情 報処理 および情 報通/、1産業の 市要

性は測 り知れ ない。」"情 報 パ ワーの活 用"を

テーーマとした1987年 のNCCは,シ カゴ市マ

コー ミックフ レースで6月15日0])の ロバ ー ト

W.ガ ル ビンの基調講演 か ら4日 間 にわ たる会

議 の幕 をr粥け た、、

「情 報化時代 に おけ るサ ー ビスの 市要性 につ

いて,私 はい くつ かの ステ ップを提示す るこ

とが で きる。先ず最 初に,今 後 の産業構造 の

戦 略的分野 としてサ ー ビス産 業を掲 げ ること

であ る。 日本 は,経 済 の中心 が今後25～30年

の 閻 にサー ビス産業 に移行す るだ ろ う。つ ま

り,近 い将 来 日本 は内外 を問 わずサ ー ビス分

野へ の投 資 を高め,同 分野 におけ る輸 出を急

速 に拡 大 して い くだ ろ う。」"コ ン ヒ。ユ一 夕が

解決策 か?"と 題 した現 モ トローラの会長 で

ある彼 の基調講演 は,情 報産業 だ けでな く,

国 際貿 易協定分野 での深 い経験 をベー スとし

てい るだ けに説得 力が あ った。

「多国籍 企業 に よる世界 規模 での サー ビスの

遂行 の ためには,情 報 ニ ーズへの即座 の対応

と情 報の コ ン トロールが極 めて重要 で ある。

つ ま り,関 連 企業 におけ る情 報 や知識 の トラ

ンスフ ァお よびデー タ管 理が常 に必 要 なのだ。

こ うした意味 において コ ミュニケ ーシ ョン,

特 に ネッ トワーキ ングが重要 な役割 を果 たす。

今後 は,バ イパ ス,VAN,私 設 網な ど通 信

分野 に新 しい動 きが 見 られ,20～30年 の 間 に

産 業活動 の比 布を変 えるよ うな 重要な開発 が

行 われ るだろ うと確信 して い る。」と情報産 業

の重 要性 を指 摘 しつつ,ま た 「マ イ クロプ ロ

セ ッサ,ス ーパ ー コンピ ュー タ,通 信衛星 は

時間 と距 離 を短絡1し,全 世 界的な視点 での 市

場 構造化 を目指 してい る。 こ うした市場 で勝

利 を収 め るに は,国 家 レベルでの戦略 計画 を

必 要 とす るだろ う。わ が国 が世界経済 の 主導

的lt/1場を 保持す るため には,実 業界 の協力,

・致団結
,政 府 に よる強力 なサ ポー トを基 に

早急 に こ うした計 画 に着手 しな ければな らな

い。」と米 国 の1白:面す る ビジネスの課題 につ い

て議論 を展開 した。つ ま り,最 近 の 日本 を始

め とす るNICSの サ ー ビス産業 な らびに情報

産業 の急速 な発展 が,米 国に対 して厳 しい圧

迫 を与 え これ まで の産業 界 におけ る個 別企業

の 自由競争 だ けでは対 応で きない ことを示唆

す る もの であ った。

〈技 術 セ ッション〉

今年 のNCCで は,87の 技 術セ ッシ ョンが

10分 野 で並行 して行 われ た。 これ らの分野 は,

①AI,② コ ン ビ.ユ一夕デザ イン とスーパ ー

コン ヒ.ユ一夕,③ 教育関係,④ ハ ー ドウユァ,

⑤ 情報技 術 マ ネージメン ト,⑥ マイク ・コン

ピュー タ,⑦ ネッ トワーキ ングと接続性,⑧

セキ ュ リテ ィ,プ ライバ シー,法 律,⑨ シス

テ ムソフ トウェアと、言語,⑩ 仕事場 におけ る

ア プ リケー シ ョンな どであ った。初期 のセ ッ

シ ョンがハー ドとソ フ ト程度 であ ったのに比

べ ると,昨 年は9分 野,今 年は10分 野 と次 第

に増加 してい る。 これ は,情 報産 業の発展 が一
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いかに 多 くの 口∫能性 を持 ち,拡 大 してい って

い るか を物語 る もの であろ う。最近 の傾向 と

しては,AIが ト ップに位置 して脚光 を浴 び

るほか,ス ーパー コン ピュー タあるいは情報

技術 マ ネージ メン トとか 要員問題 な どが注 目

を集 めてい る。 また,情 報産 業に関連 して発

生す る各種問題,特 にセ キ ュ リテ ィについて

は 今年 も"現 在 の コンピ ュー タ ・セキ ュ リテ

ィ ・プ ログラムは,意 図的な 犯罪 あるいは間

違 った利 用に対 して 十分な対応 がで きてい る

か?"ま た"意 図的 犯 罪 に対 して 既 ん:の 法

律で1'分 対処 で きるか?"な どが話題 となっ

た。〈技術 セ ッシ ョン〉 では,論 文の発表 を中

心 としたセ ッシ ョン と最近 の トピックスにつ

きその分野 の専門家が それぞれ 自分の意 見を

論 じるパ ネルセ ッシ ョン とに分か れ る。論 文

は,そ の全てが論 文集に収録 されて い るだ け

に多 くの関心 はパ ネルセ ッシ ョンに集 中 した。

〈展 示会>

NCCの もう一一.'つの呼 び物 であ る展示会 は,

業 界 を代表 す る大 手ベ ンダーか らベ ンチ ャー

企業 までいわゆ る情報産業 に関連 す るあ らゆ

るベ ンダーが参画 して自社 の商品 を競 い合 う

もので,な かにはNCCを 新 製品発表 の場 と

す る ところ もあ る。かつては,ゼ ロ ックスを

中心 とした"イ ーサ ネ ッ ト"の デモ,同 社 の

"ス ター"ワ ー クステー シ ョンの発表
,あ る

いは,GMとNBSに よ る"MAP"の 発 表

とデモな ど大 いに話題 を呼んだ ものであ る。

しか し,こ こ最近 は こ うした新製品 の発表 も

限 られて お り,展 示企業数 の数 も減少 してい

る。今年 の展示場 と目 、アった もの としては,

●IBMに よ る統合 ネ ッ トワー ク化

IBM370シ リーズとの接 続,ピ ア ・ツー一・ビア

・ネッ トワーーク,NetViewのtl～1張,ACF/

VTAMo)拡 張 な どで あり,特 に今川は9370用

トーク ン リンゲ ・サ ブシ ステ ム ・コン トロー

ラが注 目を浴 びた。

●Qracle社 に よる新 しい1)BMS

SQL牢Starと 呼 ばれ る開放型 の分散型 リレー

シ ョナルDBMSで,こ れによりネッ トワーク

上に分 散す るデ ータベー スを ク リーンな状態

にす るこ とがで きる。

●NorthernFelecomに よ るLANSTAR/PC

IBMPC,PC/XT,PC/ATや その 他のP

CをPCLanlinkイ ン ター フェイ ス ・カー ド

によ り公衆電話網 に容易 に接続 で きる もの

●Xeroxに よ るVenturaPublisherEdition

の 発 表

既存 システム との統合の ため にPC/MS-

DOSを 基 本 としたデ ィスクトップ出版 システ

ムな どが あった。

最近 の展示会 では,米 国 の人 手 メインフレ

ーム ・ベ ンダーの撤退が 目 立つ。 この理 由 と

して は,業 界 の スランプに もよるが多額 の費

用 を掛 けて展示 を行 って もマーケ ッ トの開拓

につ なが らな い との判断 によろ う。つ ま り見

学者 の多 くはバイヤーでな く,研 究技術 者で あ

り,ひ やか しで見て歩 くだけだ とい うわけ だ。

しか し,も と もとNCCが ア メ リカ情報 処

理学 会 が}催 す るだけに アカデ ミックな色彩

が濃 く,展 示 会 も研究 開発の成果 発表 をその

旨 として いた。 その後 ベ ンダーの コマー シャ

リズ ムの傾向 を見せ ることに なっ たが,こ こ

最近 の傾向 か らNcc本 来 の学会 的な方向 に

戻 りつつ あ るとの 見方 もで きよ う。一
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昭和62年 度 ・春 ・情報処理技術者試 験

試 験区分:第2種 情 報処理 技術 者試験

試 験期 日:昭 和62年4月19日 「fH)

合 格 発表:昭 和62年6月5日 付 け官 報

試 験 地:全 国18地 区(23都 市)(75会 場)

札 幌,仙 台,宇 都宮,前 橋,東 京,八

llr-,「 葉,横 浜,新 潟,長 野,静 岡,

名 古屋,〈 ♪沢,京 都,大 阪,神 戸,広

島,高 松,福 岡,熊 本,大 分,鹿 児島,

那 覇

118,702人(対 前年春19.2%増)

74,123人(受 験 率62.4%)

9,951人(合 格 率13.4%)

応 募 者数:

受 験者数:

合 格者数:

(昭和44年 以 来の第2種 試験 延合格者数130,318人)

平 均年 令:応 募 者23.8才

合 格者25.0才

試 験地別合 格者(第1表):

東 京(八ll子,千 葉,横 浜 を含む)が4,816人 で

合格 者全体 の48.4%を 占 め,次 いで大阪(京 都,

神 戸 を含 む)1,881人(18.9%),名lll屋705人(7.1

%)と な って お り,こ れ ら3地lx:で 全 体 の74.4%

を 占 め る。

なお,合 格率 では,新 潟21.5%(合 格 者 数185

人),前 橋17.8%(同128人),静 岡15.1%(同248

人)の 順 とな る。

勤務先別合格者(第2表):

学 生 が3,067人 で 合格 者全 体 の30.8%を 占 め,

次 いでソ フ トウェア企業2,563人(25.8%)と な る

が,合 格 率は学 生11.3%,ソ フ トウェア企業12.7

%で い ずれ も平均 を若 干 下廻 ってい る。

〈第1表 〉試験地別応募者数等

試 験 地

応 募 者 数

(鷲⑫

受 験 者 数

(受 験 率)

合 格 者 数

(合 格 率)

札 幌
2,680人

〔14.8%)

1,824人

(68.1%〉

224人

(12.3%)

仙 台
3,836
(17.3)

2,620

(68.3)

234

(8.9)

宇 都 宮
1,177

(一)

820

(69.7)

104

(12.7)

前 橋 L133
(一)

720

(63.5)

128

(17.8)

東 京*1
59,748

(14.0)

34,360

(57.5)

4,816

(14.0)

新 潟
1,162

(一)

861

(74.1)

185

(21.5)

長 野
957

(-5.2)

617

(64.5)

92

(14.9)

静 岡
2,318

(26.1)

1,640

(70.8)

248

(15.1)

金 沢
2,551

(16.2)

1,647

(64.5)

237

(14.4)

名 古 屋
8,485

(19.6)

5,868

(69.2)

705

(12.0)

大 阪口
20,927

(13.4)

13,815
(66.0)

1,881

(13.6)

広 島
3,623

(33.1)

2,519

(69.5)

333

(13.2)

高 松
2,283

(37.5)

1,570

(68.8)

205

(13.1)

福 岡
4,865

(13.6)

3,199

(65.8)

338

(10.6)

熊 本
989

(-26.0)

651

(65.8)

58

(8.9)

大 分
702

(16.0)

516

(73、5)

67

(13.0)

鹿 児 島
789

(一)

566

(71、7)

64
(11.3)

那 覇
477
(27.9)

310

(65.0)

32

(10.3)

合 計
118,702

(19.2)

74,123

(62.4)

9,951
(13.4)

(内 女 性)
21,167

(28.0)

14,064

(66.4)

1,425

(10.1)

*1.八 王子,千 葉,横 浜 を含 む

*2.京 都,神 戸 を含 む一



一
な お,合 格 率の最 も高いのは,人 数は182人 と少

な いが学校 ・研究機 関の27.1%で あ る。

研修 先別合格者(第3表):

情 報 処理 に関 す る研修 は,企 業内 で受 けた とす

る ものが3,755人 で 合格 者全体の37.7%を 占 め る

が,合 格率の最 も高いのは独学 の22.1%(1,867人)

で あ る。

学歴別 合格者(第4表):

大 学 卒が4,452人 で 合格者全体 の44.7%(学 生

を除 く合格者6,884人 に対 しては64.7%)を 占 め,

〈第2表 〉 〈第3表 〉

勤 務 先 別 合 格 者 数

次 いで 人学 在学 中1,316太 く13.2%),ESi:修 学 校讐

在学 中1,288人(12.9%)の 順 とな ってい る。

女性合 格者

女性 の合格 者は1,425人 で合 格 者全体 の14.3%,

合 格 率10.1%で あ る。 これを勤務 先別 に 見る と,

学 生 が537人 で 女性 合格 者の33.7%を 占 め,次 い

でソフ トウェア企業が447人,31.4%と な るが,合

格率 では学 生8.7%,ソ フ トウェア企業11.6%で あ

る。
〈第4表 〉

学歴別合格者数

研修先別合格者数 学 歴 舗瀦警

勤 務 先
合格者数

(合格率)
研 修 先

合格者数

(合格率)
大学院
卒 業 454人

(53.5%ノ

在学中
151
161.9)

電算機製造又は
販 売 企 業

651人

(21.5%)
企 業 内 教 育

3,755人

(14.6%)

大学 ・

旧制高

校

卒 業
4,452

ト20.0)

在学申
1,316
(24.7)

ソフトウェア企業
2,563

(12.7)

学 校

(*を 除 く)

1,811

(18.6) 短 大
卒 業

177

(8.9、

在学中 29
(3.6)情 報 処 理

サービス企業等

922

(9.0)

*専 修 学 校
・各 種 学 校

1,761

(7.1)

高 専
卒 業 229

(21.6)

上 記 以 外 の
一般企業,団 体

2,057

(21、1)
通 信 教 育

235

q4.6)

在学申 95

(22.2)

高校 ・

旧制中
学

卒 業 950
(8.9)

官 公 庁
180

(19.4)

電 算 機 製 造
企業等の教育

198

(20.8)
在学申

183

「6 ,6,

中学校
卒 業 6

18.8
学校,研 究機関

182

(27.1)
各 種 セ ミナ ー

51

(15.9) 在学中 1

q1.1ノ

自 営
39

(21.3)
独 学

1,867

(22.1) 小学校
卒 業 1

「33 ,3)

在学中 o
r_

会計士事務所等
14

(23.3)

そ の 他

(含,無 記 入〉

273

(10.6)
専修学

校 ・各

種学校

卒 業 ら72
〃5
.81

在学中 1,288
「7 ,4、

学 生
3,067

(11.3)
合 計

9,951

(13.4)

無記入
卒 業 43

110.3)

そ の 他

(含,無 記 入)

276

(13.6)
在学中 4

〆7
.1)

合 計
卒 業 6,884

(14.6)

合 計
9,951

(13.4) 在学中 3,067

日L3)

14り1
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マイ クロコンピュータ応用システム開発技術者育成調査

近 年の マ イクロエ レク トロニ クス化 の進展 に伴

い,特 に マ イクロコン ピュータ/マ イク〔]プロセ

ッサ、の応用技 術に係 わ る技 術 者不足 が顕 著にな

ってい る,,企 業の関連技術 者に対 す る取 り組み の

実態 を明 らかにす るこ とを日的に マ イクロコン ピ

ュー タ応 川 システ ム開 発技 術 者の育成 に係 わる調

査を実施 した。

調査 時期 昭和62年3月31日 を回答締 切

回 答 数165社

調 査結 果

●マイ クロコン ピュー タ関連技 術者の 現状

マ イコン関連社 員の 充足 の度合 いを 見る とハー

ドウェア劇lq技 術者は,回 答 企 業 の73%が 不 足

(やや・イく足),ソ フ トウェア技 術 者,シ ステム技 術

者(ハ ー トウェア,ソ フ トウ ェア統 合 した システ

ム)は それ ぞれ82%が 不 足(や や 不足)と 答 え,マ

イコン関連技 術者不足 が現実 の もので あるこ とが

わか る。

また,マ イコンの関連知識 を必 要 とす る社員 の

担 当業務 ご との充足率 を見 ると,い ず れの業務分

野 も必 要数の6割 程 度 しか充足 してお らず技術者

不足 はかな り深 刻な もの とな って いる。

●技術者 が不足 してい る企業 の対応 について

前述 の技術 者不 足 に対 し,各 企業 では どの よ う

に しのい でい るかその実態 を見 る と,外 注 に依存

してい る姿 が浮 か び 上が って くる。 人 を採 用す る

とか,同 … 部署内でや りく りす る とか,他 部署 か

ら融 通 して もら うとか方法 はい くつ かあ るが,現

実 の姿 としてそれ らの対処法 では最 早追いつ かな

くな ってい る もの と思 われ る。

●技術者教育 の 目的

技術 レベル ご とに教 育 目的 を見 ると,初 級 レベ

ルでは コンピュータ全般知 識 の習 得,中 級 レベ ル

では新技 術知識 と業務 に必 要な技術 ・知識 の習得,

上級 レベ ルではマ ネジメン ト能 力の養成 とい う結

果 とな り非常 に模範 的な構造 にな ってい る。

●回答企業の属性(資 本金規模別)

資 本 金 規 模 社 数 割 合

1,000万 円 未 満 8社 4.8%

LOOO万 円 ～3,000万 円 未満 29 17.6

3,000万 円～1億 円 未 満 39 23.6

1億 円～5億 円未満 21 12.7

5億 円～100億 円未満 32 19.4

100億 円以上 28 17.0

無 回 答 8 4.8

合 計 165 100.0

●回答企業の属性(従 業員規模別)

従 業 員 規 模 社 数 割 合

20人未満 14社 8.5%

20人 ～50人 未満 23 13.9

50人 ～200人 未満 38 23.0

200人 ～1,000人 未 満 35 21.2

1,000人 ～5,000人 未 満 26 15.8

5,000人 以 上 23 13.9

無 回 答 6 3.6

合 計 165 100.0

●マイクロコンピュータ関連知識を必要とする

社員の充足率(現 状/理 想)

技 術 者 の 業 務 分 野 充足率

設計 ・開発 ・製作担当技術者 58.9%

保守 ・サービス担当技術者 67.9

営業担当技術者(セ ールスエンジニア等) 56.8

教育担当者 56.6

そ の 他 32.0

42



一
●技術者教育にかける費用 と時間

他の分野の技術者に比べマイコン関連 の技術者

に対する教育は費用,時 間 ともに多 く,答 弁業が

マイコン関連技術者の育成 に力を入れていること

・人 当 り1引接 費用C芝 講 者の 人1'1費 は 除 く)は
,

5万[i]～10万 円 が最 大 とな ってい る。

●マ イクロコ ンピュー タ関連技術者 が不足 してい る

企 業の対処 法(多 重 回答)

が っかが える。 また,技 術 者数 日にかけ る年 間の

●マ イクロ コンピュー タ関連社 員の マイ クロ コン

ピュータ関連業務経 験年数

企 業 の 対 処 法 件数 割 合
　

現状のままでしのいでいる 53 37.6%

同一部署内でや りくりしている 50 35.5

技 術 者 の 業 務 分 野 業務経験
年数

他 の部署 か ら人 を融 通 して もら つ
てい る 32 22.7

設計 ・開発 ・製作担当技術者 6.8年 採用 して充足 させている 72 51.1

保守 ・サービス担当技術者 4.5 仕事を減 らしている(会社 として) 13 9.2

営業担当技術者(セ ールスエンジニア等) 6.5 他の部署に仕事を振 り分けている 13 9.2

教育担当者 6.8 社外に外注 している 100 70.9

そ の 他 4.3 そ の 他 4 2.8

●マイクロコンピュータ関連社員の技術専門分野別充足率
(単 位:%)

技 術 者 の 技 術 専 門 分 野
充 足 率

不 足 やや不足 ほぼ充足 充 足 無回答

ハ ー ドウェア専門 の技 術者 49.1 24.2 6.7 1.2 18.8

ソフ トウェア専門の技術者 47.3 34.5 5.5 0.6 12.1

シ ス テ ム(ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア統

合 した シス テム)技 術者
65.5 16.4 4.2 0.6 13.3

●マイクロコンピュータ関連技術者の技術 レベルごとの実務経験年数

技術 レベル

実 務 経 験 年 数

1年未満
1年 以上

3年…未満

3年 以上

5年 未満

5年 以上

10年未満
10年 未満 無 回 答き

初 級 技 術 者 27.3% 51.5 4.2 0.6 0 16.4

中 級 技 術 者 0 11.5 51.5 19.4 3.6 13.9

上 級 技 術 者 0 0 6.7 38.2 35.8 19.4一



一
●マイクロコンピュータ関連技術者の担当業務ごとの実務経験年数

担 当 業 務

実 務 経 験 年 数

1年未満
1年以上

3年未満

3年以上

5年未満

5年 以上

10年未満
10年未満 無 回 答

　

設計 ・開発 ・製作担当技術者 0% 12.1 31.5 29.7 8.5 18.2

保守 ・サービス担当技術者 3.0 21.2 20.6 9.7 1.2 44.2

営 業 担 当技 術者
(セ ールス ・エ ンジニ ア等) 1.8 16.4 11.5 15.2 10.9 44.2

教育担当者 0.6 6.7 8.5 21.2 10.3 52.7

●マイクロコンピュータ関連技術者の技術 レベルごとの教育の目的(単 位
:%)

技術 レベル
教 育 の 目 的

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 無回答

初 級 技 術 者 42.4 2.4 35.8 3.0 0 0.6 15.8

中 級 技 術 者 7.9 32.7 39.4 4.2 1.8 1.2 12.7

上 級 技 術 者 1.8 18.2 2.4 1.8 58.8 1.2 15.8

① コンピュータ全般知識の修得 ④ 社内業務知識の修得

② 新技術知識の修得 ⑤ マネジメント能力の養成

③ 業務1二必要な技術・知識の修得 ⑥ 社会人としての一般教養の向仁

●マイ クロコ ンピュー タ関連技 術者教育 に

要 する費用

教 育 に 要 す る直 接 費 用

金 額 割 合

1万 円未満 2.4%

●教 育に かけ る費用 と時間 一 マイクロコンピュー

タ関連業務に従事する技術者は他の業務に従事す る

技術者に比べ

1万 円以上3万 円未満 15.2

多 い 変わらない 少ない 無回答3万 円以上5万 円未満 18.8

21.85万 円以上1砺 円未満

教 育 費 用
%
42.4

%
32.1

%
7.3

%
18.2

10万円以上20万 円未満 13.9

20万 円以上 9.1

無 回 答 18.8
47.9 27.3 7.9 17.0

計 100.0

教 育 時 間



一
●マイクロコンピュータ関連技術者の担当業務ごとの教育の目的

印 付:%)

担 当 業 務
教 育 』の 目 的

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 無回答

設計 ・開発 ・製作担当技術者 3.0 44.2 32.1 0.6 4.8 0.6 14.5

保守 ・サービス担 当技術者 9.1 3.6 43.6 2.4 0.6 1.8 38.8

営業 担 当技 術者(セ ール ス ・エ ン ジニア等)
0

15.8 6.7 24.8 2.4 7.9 4.2 38.2

教育担当者 20.6 7.3 8.5 6.7 8.5 6.1 42.4

① コンピュータ全般知識の修得 ④ 社内業務知識の修得

② 新技術知識の修得 ⑤ マネジメント能力の養成

③ 業務1二必要な技術・知識の修得 ⑥ 社会人としての 一般教養の向ヒ

●重点 を置 いて教育 す る必要 のあ る実務分 野

事 務 分 野 割 合

●教育を行 っている経験から実効ある教育 とは

どんなものか

画像処理 46.1%

通信 ・交換装置 43.0

シ ス テ ムソフ ト 37.6

機械制御 36.4

FA 36.4

教 育 の 方 法 割 合
マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 34.5

講義+演 習十〇JT 75.6%

計 測 34.5
実 習 35.9

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト 32.1
講義+視 聴覚教材+実 習 33.6

CAD/CAM 31.5
講義+OJT 22.9

データ処理 31.5
独 習 19.8

自動試験 ・検査 29.1 講義十演習} 14.5

メ カ ト ロ ニ ク ス 29.1 通信教育 10.7

パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ 28.5 視聴覚教材 6.9

言語ソフ ト 26.7 CAI 6.9

監 視 20.0 その他(実 戦,OJT,外 部 セ ミナー,論 文執筆) 2.3



SITAのD・Pサ ー ビ ス

日本航空㈱情報システム本部

企画部次長
田 村 利 七

Soc睡t呑InternationaldeT616c()mmunications

Aeronautiquesl略 してSITA,「 国 際航空通信 共 同

体」 は,メ ンバ ー一航 空会社300社 余 りか らな る協

同組 合組 織 で,1949年 通 信設 備の共同利 用が その

出 発点 とな ってい る、,そ0)設,'L,ネ ッ トワー ク,

通 信 サ … ビスについては他 にゆず る として,今 川

は 川)1)ECと も縁の深いデ …タ処理 の分野 につ い

て御紹 介 し,航 空 会社の コ ンピ ュー タ ・アプ リケ

シ ョンの ・部 を御1覧頂 くこと としたい。

SITAに よ る このサt.一ビ スは,大 きく 二種 類 に

分 け られ る,,一 つはIATA(国 際 航空輸送 協会)と

共同 に よる もの を含め航空 業界 全体 に対す るデー

タ ・ベ ースの提供 で あ り,も う ・つ は,比 較的 規

模 の小 さい航空 会社等 が,単 独の開 発,維 持 及び

運用 が困難 な処理 システムの共用ベ ー スに よ るサ

ー ビス提供 であ る,,

最 初 の データ処理 サ ー ビスは,後 者の種類 に属

す るが,1970年 代 前 半に開 発,運 用 が開 始 され た

共同旅客 予約 システ ムであ る。 日本航空 の例 で云

えば,JALCOMに 当 るこの旅客 予約 システ ムは,

GABRIEL-llの 名 で 呼 ば れ,44社 に よ り利 用 さ

れ,そ の端 末機 は4,500台 余 りがSITAネ ッ トワ

ー クを通 じて接続 されて い る
。 この システ ムは,

所 謂 マ ルチ ・ホ ス ト ・システ ムで,利 用 各社 は一

般 予約 は もとよ り,予 約 の コン トロール等 につ い

て,あ たか も自社の システ ムにみ え るよ うな仕組

み を もって い る。 この システ ムは,昨 年には発券

の機能が追加 され,予 約発券 システ ムに発展 して

い る。

次はCreditCardAnthorization,与 信 システ

ムでAmex,Diners,Visa ,Mastercard等1:要 な

カー ド会社 と直結 の リン クを持 ち,利 用航空会社

51社 にサ ー ビスを提供 してい る。

また,お 客様へ の案内,空 港の チ ェック ・イ ン

の際 に必 要 とな る旅 行情 報,例 えば各 国の査証 と

か 力坊接種 の要件等 につ いては,従 来 は印刷 され

たManualに よってなされていたが,こ れがTIMATIC

の 名 でSITAに よ りデ ー タ ・ベ ー ス化 されて いる。

これ らデー タの追加,修[EはOn.1ine,Realtime

で な され ること と相佼 って,利 用各社 はCRTか ら

直接 ア クセ ス[iJ能 で あ り,旅 客 サ ー ビス向11に 寄

与してい る。利用航空 会社 は,日 本航空 を含め28

社,年 間 の照 会件数 は150万 件 であ る。

お客様 の旅 程作成,座 席予約 と切 って も切 れな

い ものにホテルの予約 がある。SITAは,SAHARA

の 名 称 で,こ の ホテル システ ムを構築 し,1万 以

ヒの ホテルの データ ・ベ ースを航 空会社23社 に提

供 してい る。

また,座 席 予約 に引 き続 く発券業務 に必須 な も

のに航空運 賃の計算 があ る。 日本航 空の場合 もこ

れ をコ ンピュータ化 して いるが,SITAは,こ れを

AIRFAREと 名 付 け,85年 末 か らサービスを開始 し

た。航空運 賃 システ ムは,そ の カバーす る地域 の

広が り,ル ー トの多 彩 さ,旅 行期 間並 びにその態

様,更 には,個 々の航空 会社 によ る個 別運賃等 々,

ま た,そ の改訂 の頻度等極 めて複雑 な もの であ る

が,こ のAIRFAREに は,57,000の 都 市 の組 み合

わせ と85万 の運賃 を含 んでい る。

空港 にお ける業務 の一 つ として,チ ェ ック ・イ

ン及 び重 量計算等が あるが,SITAは,こ れをLO一



ADSTARの 名 称 で利用航 空会社 の要件 に沿 って,

分 散 システム方 式で サー ビスを提供 して い る。

またIATAと 共 同 で,BAGTRACと 呼 ばれ る手

荷物追 跡照会 システムを運営 してい る。利用 社は,

日 本航 空 を含め116社 で 世界 の ド要航 空会社 を網

羅 してい る。 この システ ムは,各 利用航空会社 に

よ るMissingとFoundの 手 荷物 を番 号札,形 状,

色 その他 を コー ド化 して登録照会 す るこ とによ り,

こ の システムがMatchingを 行 な い,そ の結果 を

登録照 会者及 び関係先 にOn・lineで 通 知 す る もの

であ る。 また,各 社限 りの手荷物取扱 いの ための

マ ネー ジメン トシステ ム としてBAHAMASサ ー

ビスがあ り,12社 が 利用 して いる。

一一方
,貨 物 の分野 では,AIRCARGOの 名 で,

前記GABRIEL-llの 貨 物 版 を提 供 して いる。 こ

の共 用貨物予約 システムは,10社 に よ り利用 され

てお り,年 間180万 件 の 予約 を扱 ってい る。

また,貨 物,郵 便,手 荷物 等 を航空機 に搭 載す

る際 に使用 され るUI.D(UnitLoadingDevice,パ

レット状の もの とコンテナータイプがある)の 管理 シ

ステ ムとしてIATAと 共 同でULDMANAGEMENT

を 提 供 してい る。 これは,航 空会社 間 並びに社 内

のULDの 動 きを管理 し,そ の運用 の効率化 をは

か る ものであ る。

運 航の関係 では,航 空 気象情報 システ ム,Me-

teorologicalForecastDisseminationシ ス テ ム

があ り,14社 が 利用 してい る。航 空気 象 デー タは,

全 世 界 を経緯度 に従 い小地 区 に区分 し,そ れ ぞれ

について,数 値 に よ り風 向,風 速,温 度等 が予報

デー タの形 で与 え られ るが,利 用航 空会社 は,こ

れ らを飛行計 画の作1戎に利用 してい る。 なお,こ

の 予報の原 デ ータは イギ リスか ら提供 され てい る。

SITAで は,FLIGHTPLANNINGの 名 称 で,

飛 行計画作lj～のサ ー ビス も行 ってお り,30社 が 利

用 して い る。 これは,各 社毎 の飛行 ルー ト,航 空

機性 能及 び前記気象 デー タに よ り'1コ該便の旅客 数,

貨物 弔吊その他の条件 を加 え,飛 行計 画 として作

成 す る ものであ るが,こ の シ ステ ムでは昨 年 ピー

クで1日14件 のFlightPlanを 作 成 してい る。

最 後に,管 理 部門 システ ムと してISIS(IATA

StatisticalInformationSvstem-IATA統,汁 シ

ステ ム)が あ り,13社 に よ り利用 され てお り,

Realtimeに よ る航 空 会社輸 送実績,輸 送能 力,

収 入及 び費用 等の デー タ処理 が可能 で ある。

SITAに よ るデ ータ処 理 に関 しては,以 ヒであ

るが,こ れ らは}:と して,航 空会 社の一般的 業務

処理 システ ムで ある。

規制 緩和 の背 景か ら,航 空会社間 の競争 は益 々

激化 して来 てお り,情 報 システムが,戦 略 その も

の として利用 されて きて い る。

航空 会社 としては,安 全運航 の確保 は もとよ り,

お客様 に選ば れ るための,更 に きめの細 か い,・

味違 ったサ ー ビスの提供,多 彩な 要件 に応 え られ

るPersonalizedServiceを サ ポ ー トす る情 報 シ

ステ ムの担 う役割 りは,極 めて大 きい。

日本航 空 においては,今 後4年 間 に1,000億 円

を投 じ,こ れ らシステムの拡 充,強 化 をは か るこ

ととして いる。
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イン フ ォ メ・一シ ョン

/イベ ン ト名 パ ノ開催 日② 開催場所f3、主催 団体連絡先*}1催 団 体 の都合 で変 更す る場合 があ ります。

1〔62年9月 〕1

《第3次POSデ ー タ有 効 活 用 セ ミ ナ ー 〉① ②9

/3長f)rH,9/41・;1'lll,9/11季 公711,9/16「1苓

知,9/18人 分,9/25鹿 児 島 ③ 舳 流 通 シ ス テ

ム1用 発 セ ン タ ーtro3-494-4073

〈パケ ット交換 サービスの最近 の動向 と効果的利

用方法 〉①②9/17東 京(予 定),9/25大 阪

(予定)③ 側)日本 デー一夕通信 協会呑03-380-4441

〈'87CAD・CAM・CAEシ ス テ ム シ ョ ー 大

阪 〉①9/22～25(2)イ ン デ ッ ク ス 大 阪 ③ 日 「ilIl

業 新 聞 社 大 阪 支 社1ro6-941-6872

〈'87設 計 ・事務 システ ム機器展 大阪 〉①9/22

～9/25② イ ンデ ックス大阪③Hi:[JII業 新 聞社

大阪支社tto6-941-6872

〈'87人 工 知 能 総 合 展 〉①9/22～25② イ ン デ ッ

クス 大 阪 ③[Ii:IIII業 新 聞N:大 阪 支 社fsrO6-941-

6872

〈テ レコム メディア活用術〉①62.7～63.3(毎 月

1～2E]問 の 予定)②NTT都 内 支社会議室 ③

東京商Il会 議所 呑03-283-7704

〈シ ステム監査講演会 〉①9/10② 東 京郵便貯 金

ホ ール③EDPユ ーザ団体連 合会lrO3-585-4111

(内線)2811

〔62年to月 〕

〈'87国 際 産業 用ロボ ッ ト展〉①10/5～8② 東

京国際 見本ll∫会場③(社)日本産 業用 ・ポ ットIl業

会 ・日1:llIlue新 聞 社奮03-263-2311

〈サ ーチ ャーに必要 な知識 と実務 〉①10/6～7

② 農 協 ビル8階 第1会 議室③(社情 報科学 技徐」協

会tro3-813-3791

〈ソ フ ト ウ ェア シ ョ ー'87>①10/7～9② 池 袋 サ

ン シ ャ イ ン シ テ ィ60文 化 会 館 ③ 側)ソ フ ト ウ ェ ア

↑吉報 セ ン タ ーーー一呑03-437-3071

〈情報処理振興事業協会技術センター第6回 技

術発表会〉①10/13② 東京農林年金会館③情報

処理 振興 事業協会技 術セ ンターno3-437-2301

〈CAD・CAM振 興 会議 ～迫 られ る情 報武装型

企 業へ の脱 皮 と生産 システムの高度化 をめ ざし

て～〉(情 報化 月間行 事)①10/20～23② 大 阪科

学技 術セ ン タービル③ 働 大阪科学 技術 セ ンター

廿06-443-5321

〈情 報部 門 トップセ ミナー～企業 にお ける情報 活

動の あ り方 ～〉①10/27② 日本消 防会 館5階 大

会 議室③(社)情報科学技 術協会tto3-813-3791

〈コ ンピュータ ・ソフ トウェアの法的保 護 に関 す

る国際 シンポジ ウム〉①10/28～30② 京 王 プラ一



ラ ザ ホ テ ル③ 財)ソ フ トウ ェ ア 情 報 セ ン タ ーfto3

-437-3071

<コ ン ピ ュ ー タ ワ ー ル ド'87>(情 報 化 月 間 行 事)

①10/28～30② ホ テ ル ニ … オ 一 夕 ニ 大 阪 ③ 側)

|～{]杁t{↑～f報 セ ン タ ー 呑06-346-2841

〔62年il月 〕

〈NICOGRAPH'87～ コ ンピュー タグラフィッ

クス総合展(第6回)～ 〉①11/10～30② 池 袋サ

ンシャイン'コ ンベ ンシ ・ンセンターTOKYO③

日本経済 新聞社 ⑰03-270-0251(内 線3641)

〈デ ー タ通信教 室 〉① ②11/11～12東 京,11/18

～19大 阪 ② 未定③(財用 本データ通1 ,」協会tto3-

380-4441

〈FAコ ン ピュー タ&シ ステム展 〉①11/13～16

② 名 山屋 市中小 企業振 興会館③ 日 刊L業 新聞kl

名Ifi以ミ支村.まヨeOS2-931-6151

〈デ ー タ ベ ー ス フ ェア'87>①11/25～27② 東 京 摺5

、ア産 業 貿 易 セ ン ター ⑧ 社)'llli報科 学 技 術 協 会tto3

-813-3791

〈CAD・CAM技 術 セ ミナー〉①11/25～12/

3② 働 大阪科 学技 術センター③ 働 大阪科 学技術

セ ン ターfto6-443-5321

〔新刊ご案内〕

〈情報化の現状と課題〉①東京商Il会 議所②62.3

〈流通情報化 と商業の新展開〉① 東京商1:会 議所

②62.6

〈計 算機 用 日本 語基本動詞 辞書IPAL(BasicVe

rbs)一 辞 書編 ・解説編 一〉 ① 情 報処理振 興 事業

協会技 術センター②62.3③(辞):日 本,il{動詞861

語 の 文法的動詞 を詳述 した計算 機川辞 書3000F」

(解):「 辞 書編 」で 使用 して いる用語等 を解 説 し

た もの1300fiJ

〈CAD/CAMシ ス テム導 入「50の チェックポイ

ン トQ&A」 〉① 醐 大阪科学 技術 センター②62 .5

③CAD/CAMシ ス テムを導 入 し,運 用 して

〈書名〉① 発行者②発行 日③ 内容

〈国際公衆 デー タ伝送 サー ビス(VENUS-P>の

インターフェース(パ ケ ット形 態端末編,第2版)〉

①(財)日本 デー タ通{,;協 会 ②62.7.10(f定)③ 国

際公衆 デー タ伝送 サー ビス(VENUS・P)に 用 い

られ るパ ケ ッ ト形端 末の イン ター フェースを解

説 した技術参 考資料

〈情 報通信 ネ ッ トワー ク安 全 ・信 頼 性 ・早 わか

り〉① 側)日 本 デ ータ通信 協会②62.7.10(予 定)

③62年2月 に制定 され た 「情報通信 ネッ トワー

ク安 全 ・信頼性 基準」及 び 「情報通1、;ネ ッ トワ

ー ク安 全 ・信頼 性対策実 施登録規定」 の解説 と

関係法 令集

〈オンライン情報検索ガイドライン〉①曲 情報科

白

1 い く 上での 企業 の悩み や疑 問に対 してQ&A形

式 で具体的問題 に答 えた もの。A5版152頁,

1200FJ

学技術協会②62.10

〈情報流通のための国際規格ハ ンドブック第2巻

用語〉①(社)情報科学技トf協会②62.12

14gl



JIPDECだ より

「情 報化 月間」

情 報化 社会の健 全な 発展 のために国民 の間に情

報化 についての 正 しい認識 と理 解 を深 め ることを

日的 として,通 商産業省 は,昭 和47年 以 来他の関

連7省 庁及 ひ地 方公共団体,民 間団体 ・企 業等 の

協力を得て,毎 年10月 を情 報化J]間 と定 め,全 国

で各種 の行 事を行 って い ます。

また,当 協会 もこ0)趣 旨にの っとって,各 種 の

行 事 を行 ってい ますが,行 事の ドな もの を次 に述

べ ます。

〈D情報化 月間 記念式典

情報化 月間o)オ ー プニング ・セ レモニー として,

今 年 も10月1日 ホテルニ ュー.一オ一 夕ニにおいて,

政 府ll催 の 「記念式 典」 を開催 し,情 報化 促進貢

献個 人,同 企 業 ・団体及 び優秀情報処理 システム

の 表彰並 びに全国 高校生 プ ログラ ミング ・コンテ

ス トの 人選作品 の 表彰 を行 う。

②展 示会 の開 催

10月 の情 報化J]間 期 間中,関 係 団体 ・民 間卜J'1体

等 の 協力 を得て全 国約20ケ 所 において 搬 の 人々

が コン ピュータや情 報化への親 しみ と理解 を深 め

るの に役 ウ1つよ うな情 報化 に関す る展示会 等 を開

催す る。

③ 講演会 の開催

中央 ・地方都 市約100ケ 所 にお いて情 報化等 に

関す る講 演会 を開催す る。

④ 全 国高校生 プロ グラ ミング ・コンテス ト

日本全国の 高等学 校 に在籍 す る生徒(高 等 専門

学 校1～3年 生 を含 む)を 対 象 とした プ ログ ラ ミ

ング ・コンテス トを行 う。

⑤ 中学生 コ ンピュータ ・セ ミナ ー

地方 都市6ケ 所 において,中 学 生 を対象 に情報

処理 全般 につ いて理 解 を深 め ることを目的 と した

セ ミナ ーを実施 す る。

以上の他 に総 合的 な広 報 として,ポ スター,行

事案内 パ ンフレ ッ ト及 びPR誌 を作成 し,関 係卜」'1

体 等へ配 布す る。

第16回 情報化国際講演 ・討論会

JII)1)ECf,}ljこ ノ:201、1那1:、;[」,念・情 報 化Jl間 協 賛

テ ーーマ:1990年 代 の 情 報 化 を 考 え る ↑1{1報技 術

の 革 新 に 伴 う産 業{薄 造 の 変 化 へ の 対 応

ll日 寺:ll～{禾062イ1三10J」811(ノ トこ),911(金)

場 所:経 団 連 会 館14階 経 団 連 ホ ー ル

連 絡 先:国 際 講 演 討 論 会 事 務 局

(03)432-9381(〕 トi]/,})Ul日)

第2回 システム監査特別講演会の開催

一 システム監 査Q&Al10の 解 説 を中心 に

日 時:第IH9月21日(月)10:00～17:30

第2日9月22目(火)10:00～16:30

1三 催:財 団法 人 日本情 報処理 開発 協会

会 場:東 條会館 ホー ル

定 員:300名

参 加 費:会 員20,000円(主 催後援 団体の会 員)

非 会 員25,000[ij

後 援:通 商産業 省

システ ム監査学会

社団 法人 情報 サ ー ビス産 業協会

内 容:● システム監 査 とは何 か

●システム監 査の対 象 と範 囲

●システ ム監 査 をめ ぐる人 ・組織 ・制度

●システ ム監 査基準 の基本的理解

●システ ム監 査の準備 ・計画

●監査計 画

●企 画業 務の監査 について

●開発業 務の監査 につ いて

●コン ピュー タセ ンターの設備

●セ ンターコンピュータの オペ レーシ ョン

●セ ンターのデー タ作成

●利 用部門の端末一



● システム監 査報 告書について

連絡 先:(財)日 本関 報処理 開 発会

話目査剖～ 智03-432-9384

す 。 賛助 会員への 人公等お問 い合わせ ば 当協会,

企 画室(TEL432-9372)の 担 当 者まで御連絡 くだ

さい.、

第3回 産業情報化 シンポジウム

テーマ:情 報通信 システ ムの 新たな る展開

一 ネ ットワー ク1戦1略とOSIσ)イ ンパ ク トー

開催 日時:昭 和62年9月28日(ID,29日(火)

開 催場所:日 経 ホー ル(人 手町)

内 容:産 業 界の情 報化,ネ ッ トワー ク化 の進展

は著 し く,企 業内 あるいは企 業間 を有機

的 に結 合 したネ ッ トワー ク ・システ ムが

展開 されてい ます 。

本 シ ンポジウムでは,今 後の ネ ッ トワー ク展 開

の基盤 とな るOSIを 中 心 に先進 的ユ ーザの ネ ッ ト

ワー ク事例の紹介,メ ーカーの製品化 への取 り組

み,推 進 機関等 の活動状況 な どを取 り 上げ講演 及

びパ ネル討 論 を行 い ます。

連絡 先:財 団法 人 日本情 報処 理開発 協会

産 業情報化推 迫iセ ンター

03-432-9386(lll}≠,ノJ、 林)

>87マ イ クロコ ンピ
ュータ応 用 システム

開発技術 者試験

〈試 験 の 区 分 と レ ベ ル 〉

初 級:日 常 業 務 の 中 で 教 育 訓 練 が 受 け ら れ る 程

度(OJT)の 基 礎 的 な 知 識 を 有 す る 者

中 級:マ イ コ ン に 関 し て3～4年 の 実 務 経 験 を

有 し,マ イ コ ン の 応 用 シ ス テz、 開 発 技 術

を マ ス タ し て い る 者

試 験 日:昭 和62年11JJ2211(II)(初 級 ・中 級)

‖寺i[iv:ノ 「1〕1∫10‖寺30タ 〕～ ノド径…311寺300JK

会 場:仙 台,東 京,多 占 屋,大 阪,

広 島,福 岡

受 唇灸 丁三数 半斗:《 刀級4、0001i」,Ili級4,5001り

願Il}:の 配/1∫:8Jj10日(Jj)～9月3011(水)

願}t}:の 受 付:9JJ1日(火)～9Jj30[1(水)

問 合 せ 先:(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

語 査 部TEI,03--432-9384(直 通)

賛助会員の研究会について 試験 センター事務所を移転

賛助 会 員の研究会 は,情 報処理 に関す る最近 の

話題,当 協会 の実施 事業等 の中か らと りわ け賛助

会 員に有益 と思 われ るテーマ を選定 し,会 員サー

ビスの…環 と して行 う もの です。今 までの開催 テ

ーマは 「情 報処理 相 互運用性(イ ン ター オペ ラ ビ

リテ ィー)の 確保」「越境 デー タ流通(TDF)の 諸

問 題」「システ ム監査 の現 状 と問題点 」「コ ンピュー

タ ・セ キ ュリテ ィの リス ク分析」「デ ータベースの

現状 と将来 展望」「VANの 現 状 と問題点」「コンピ ュ

ー タ ・セキ
ュ リテ ィ技 術の動向」「米国 におけ るエ

キスパ ー トシス テムの開発動向」「米国 におけ る情

報産業 の最新動 向」「米 国にお け るシステム監 査の

最新事情 」「米国 にお ける コン ピュー タ犯罪」等 で

試 験 セ ン タ ー は,本 年6月 ま で,住 友 東 新 橋 ビ

ル(港1×:東 新 橋2-12-7) ,if堺 貿 易 セ ン タ ー ビ ル7

階 の2事 務 所 体 制 で 試 験1{務 を 遂 行 し て き た が,

よ り ・層 の 受 験 者 サ ー ビ スの 向 ヒ,試 験 事 務 の 合

理 化,効 率 化 を は か る た め,こ の 程2事 務 所 を ・

本 化 し て 虎 ノ 門 に 新 事 務 所 を 開 設 し た 。

IV〒イ}…‡也:港|メ:JE/IUI1-16-4)・ 一パ ン1,E/lltjヒル81ag

‖E、 …舌:03-591--0421(イk)

FAX:03-591-・0428

業 務1升]攻合:ll召 下目62{1…6戊122日

な お,試 験 セ ン タ ー 東 京 支 部 は,従 来 通 り 世 界

貿 易 セ ン タ ー ビ ル7階 で,案 内 書 ・願,1}:の 配 布 な

ど 試 験 事 務 を 行 っ て い る 。一
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